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狛江市次世代育成支援行動計画の平成1８年度進捗状況をお知らせします

平成15年 7月に「次世代育成支援対策推進法」が成立し、狛江市次世代育成支援行動計画が策定されました。この計画の

もと、平成17年度からの10年間で集中的・計画的な取り組みを進めていきます。そこで、行動計画の平成1８年度進捗状

況についてお知らせします。

1 目標事業量の進捗状況

平成21年度までの目標事業量を設定した定量的に示すことのできる保育・子育て支援事業について目標数値を表しています。

事業名 15年度末 21年度までの目標 18年3月 19年3月現在

ファミリー・サポー

ト・センター事業

1か所（和泉児童館内）

利用会員 211人

サポート会員 38人

両方会員 9人

活動件数 982件

1か所（和泉児童館内）

利用会員 600人

サポート会員 150人

両方会員 30人

活動件数 2,500件

1か所（和泉児童館内）

利用会員 442人

サポート会員 94人

両方会員 16人

活動件数 2,972件

1か所（和泉児童館内）

利用会員 538人

サポート会員 114人

両方会員 23人

活動件数 4,774件

放課後児童健全育成

事業

16年 4月1日現在

学童保育所 8か所

定員 385人

小学生クラブ 1か所

定員 20人

学童保育所等

定員合計 478人

17年4月 1日現在

学童保育所 8か所

定員 385人

小学生クラブ 1か所

定員 概ね20人

18年 4月 1日現在

学童保育所 6か所

定員 300人

小学生クラブ 2か所

定員 概ね70人
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放課後クラブ 1か所

定員 20人

定員合計 425人

放課後クラブ 1か所

定員 概ね 20人

定員合計 425人

放課後クラブ 2か所

定員 概ね55人

定員合計 425人

子育て短期支援事業

（ショートステイ事

業）

児童養護施設で実施

（二葉学園定員2人）

延べ利用者数 55人

実施施設 2か所

定員 4人

実施施設 1か所

（二葉学園定員2人）

延べ利用者数 68人

実施施設 1か所

（二葉学園定員2人）

延べ利用者数 25人

乳幼児健康支援一時

預かり事業（病後児

保育・施設型）

すこやか病児保育室

（定員10人）

延べ利用者数 499人

実施施設 1か所

定員 10人

実施施設 1か所

(すこやか病児保育室)

定員 10人

延べ利用者数 410人

実施施設 1か所

(すこやか病児保育室)

定員 10人

延べ利用者数 543人

一時保育事業

家庭福祉員（保育ママ1人）

で実施

（空き定員のうち2人）

延べ利用者数 96人

実施施設 6か所

定員 12人

家庭福祉員（保育ママ1人）

で実施

（空き定員のうち2人）

延べ利用者数 64人

家庭福祉員（保育ママ1人）

で実施

（空き定員のうち2人）

延べ利用者数 65人

通常保育事業

16年 4月1日現在

市立保育所6か所603人

（定員625人）

私立保育所3か所276人

（定員247人）

計9か所879人

（定員872人）

待機児童数 33人

実施施設 9か所

定員 888人

18年4月 1日現在

市立保育所6か所597人

（定員625人）

私立保育所3か所276人

（定員247人）

計9か所873人

（定員872人）

待機児童数 41人

19年 4月 1日現在

市立保育所6か所 596 人

（定員 625人）

私立保育所3か所 277 人

（定員247人）

計9か所 873人

（定員 872 人）

待機児童数 64人

延長保育事業 全市立保育所、私立保育所

1か所で1時間延長を実施
１時間延長保育

市立 6か所

全市立保育所、私立保育所1

か所で1時間延長を実施

全市立保育所、私立保育所1

か所で1時間延長を実施
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2 狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議開催

平成18年６月に、学識者や関係機関28人で構成された狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議（要保護児童対策地域協議

会）を設置しました。代表者会議を平成18年 7月 24日に、また、実務担当者会議を平成18年８月 28日、平成 1９年 2

月8日の 2回、個別ケース会議を10回開催しました。子どもの虐待防止等に関し、関係機関との連携をより強化し、すべて

の家庭を対象として子育て支援を総合的に行っていきます。

市立保育所定員：20人 4

か所、定員25人2か所

私立保育所：定員枠なし

私立 1か所 市立保育所定員：20人4か所、

定員25人2か所

私立保育所：定員枠なし

市立保育所定員：20人 4か

所、定員25人2か所

私立保育所：定員枠なし

子ども家庭支援セン

ター事業

1か所（岩戸児童センター

内）

先駆型へ移行

（平成19年度目途）

平成 19 年度先駆型へ移行へ

の準備

平成19年4月１日先駆型へ

移行

子育てひろば事業

（A,B,C 型）

A型2か所（和泉児童館、

駄倉保育園）

A型2か所

C型1か所（つどいの広場）

A型1か所（和泉児童館）

※学童保育所午前開放「あそび

の広場」2か所で試行実施

A型1か所（和泉児童館）

※学童保育所午前開放「あそ

びの広場」2か所で本格実施

産後支援ヘルパー事

業

派遣数11家庭（15年7

月より実施）
派遣数30家庭 派遣数17家庭 派遣数17家庭

認証保育所

16年度4月現在

A型 3施設

定員 109人

(狛江分 63人)

実施施設 3か所

定員 109人

(狛江分 70人)

17年度4月現在

A型 3施設

定員 103人

(狛江分 63人)

18年度4月現在

A型 3施設

定員 103人

(狛江分 59人)
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3 主要事業計画の進捗状況

基本目標１ 子どもが健やかに育つ家庭づくりを支援していきます

主要課題１ 子育て情報を的確に提供し相談機能を充実する

（１）子育て情報を的確に提供をします

１.身近な情報交換の場の提供 【児童福祉課】

２.子育てガイドブックの充実 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子育てひろばを推進すると

ともに、保育園・幼稚園・学

童保育所・小学校・地域セン

ターなど既存の地域施設の活

用や商店街の空き店舗などを

使って、歩いていける身近な

地域で、子育て中の親等が交

流し、子育てについて情報交

換のできる場づくりを推進し

ます。

概ね小学校区単位に情報交換の

場が確保されるように計画的に整

備を行います。

子育てひろば ２か所

つどいの広場 １か所

学童保育所の開放 ３か所

市立保育園の園庭開放

３か所

学童保育所の施設開放を試行しま

した。

子育てひろば １か所

学童保育所の開放 ２か所

市立保育園の園庭開放１か所

施設開放を実施しました。

子育てひろば １か所

学童保育所の開放 ２か所

（18年４月より本格実施）

市立保育園の園庭開放６か所

（18年８月要綱制定）

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

市の子育てに関する各種情

報を網羅した「子育てガイド

ブック」の内容を、利用者の

ニーズにより一層対応した内

容に充実します。

市で実施している事業・サービ

スだけでなく、民間で行っている

さまざまなサービスの情報や小・

中学生関連の事業・制度や相談窓

口の紹介、子育てマップの追加な

平成17年６月に改訂し、その後

も制度改正等に伴い修正を行い発行

しています。保育園関連情報を詳し

く載せるようにしました。

収録内容に変更がある場合は、随時

改訂を行いました。予防接種事業につ

いて、実施年月日を掲載するようにし

ました。
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３.広報紙・インターネット等による情報の提供 【児童福祉課】

（２）子育て相談機能を充実します

４.身近な相談窓口の整備 【児童福祉課】

ど、収録内容を充実します。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

よりリアルタイムで情報が

得られるように、市広報紙や

市ホームページ、携帯電話コ

ンテンツでの子育てに関する

情報提供を充実します。

（市広報紙）紙面上に子育て関連

の情報を集めた「（仮）子育てコー

ナー」を常設します。

（市ホームページ等）子育て関連

情報を総合的に集めたコーナーを

開設し、事業･制度等の提供を実施

します。また、保育所等の空き情

報等も提供します。

市広報紙では、子育てコーナーを

設け、児童館・子ども家庭支援セン

ターの行事、園庭開放の案内等をし

ています。また、市ホームページに

おいては、平成 17年度から、保育

園の入所関連および空き情報の提供

を行っています。

市ホームページにおいて、保育園入

所申請に必要な各種書類をダウンロー

ドできるようにしました。また、学童

保育所・小学生クラブ・放課後クラブ

について内容の充実を図りました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子育てひろばとともに、保

育園、学童保育所、地域セン

ターなど既存の地域施設の活

用や商店街の空き店舗などを

使って、相談員等や子育て経

験者のボランティアを配置

し、子育て中の親等が気軽に、

いつでも相談できる場を広げ

ます。

概ね小学校区単位に相談窓口が

確保されるよう、計画的に整備を

行います。また、就学前子育て相

談を充実するため、保健師と保育

士の連携を強化します。

子育てひろば ２か所

つどいの広場 １か所

学童保育所の開放 ３か所

市立保育園の園庭開放３か所

学童保育所の施設開放を試行しま

した。

子育てひろば １か所

学童保育所の開放 ２か所

市立保育園の園庭開放１か所

施設開放を実施しました。

子育てひろば １か所

学童保育所の開放 ２か所

（18年４月より本格実施）

市立保育園の園庭開放６か所

（18年８月要綱制定）
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５.子育て相談ネットワークの整備 【児童福祉課】

６.電話相談等の充実 【児童福祉課】

７.専門職員等の配置 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもと家庭のさまざまな

悩みや心配ごとに対して、い

つでも、どこでも適切に迅速

に対応できるよう、子ども家

庭支援センターを中心とした

子育て相談ネットワークを構

築します。

子ども家庭支援センターを中心

として、地域の相談窓口及び保健

所・児童相談所等相談関連機関と

の連携体制を整備し、子育て相談

ネットワークを構築します。

児童福祉課に児童相談担当をお

き、子ども家庭支援センターと協力

して相談業務にあたっています。児

童相談所・健康課との連携を強化し

ています。

要保護児童対策地域協議会として

「狛江市子ども家庭支援ネットワーク

会議」を設置し、子育て相談及びその

対応のためのネットワーク機能を強化

しました。

※平成19年度より子ども家庭支援セ

ンターに虐待対策ワーカーを配置。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

いつでも、子育てについて

在宅で相談ができるように、

電話や電子メールによる相談

体制を充実します。

専門相談員等が対応する電話相

談専用ダイヤル及び電子メールに

よる相談体制の拡充を図るととも

に、夜間や休日でも対応できる相

談窓口の情報の提供などを行いま

す。

子ども家庭支援センターで、相談

専用ダイヤル及び電子メールでの相

談を受付けています。

引き続き子ども家庭支援センターで

の相談ダイヤルや電子メールでの相談

を受付けています。また、和泉児童館

においても電話による子育て相談を受

付けています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

相談事業を充実するため、

子ども家庭支援センターに相

談内容の多様化と高度化に対

・子ども家庭支援センターに障が

いや心理に関する非常勤のスーパ

ーバイザーを置き、困難なケース

子ども家庭支援センターで、虐待

防止センター相談員との関係づくり

や、ケースに応じたスーパーバイザ

子ども家庭支援センターのケース検

討会に元母子自立支援員をスーパーバ

イザーとして配置しました。
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主要課題２ 子育て力を高める手助けをする

（１）啓発活動を推進します

８.講演会・フォーラム等の開催 【児童福祉課・健康課】

（２）学習・交流の機会を提供します

９.ママ・パパ学級の開催 【健康課】

応した専門職員体制を整備す

るとともに、地域の人材活用

をはかり、地域の相談窓口に

相談員の配置を推進し、相談

や情報提供、コーディネート

（調整）機能を強化します。

にも対応できる体制を確保しま

す。

・児童館等に開設する相談窓口に、

非常勤の相談員の配置を推進しま

す。また、子ども家庭支援センタ

ーの事業として、専門相談員によ

る各相談窓口への巡回専門相談を

実施します。

ーの設置準備をしました。

※平成18年度は、ケース検討会

に元母子自立支援員をスーパーバイ

ザーとして配置。

※平成19年度より子ども家庭支援セ

ンターに専門の資格を持つ虐待対策ワ

ーカーを配置するほか、児童虐待や養

育困難家庭等に対応するスーパーバイ

ザーを別に配置。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

親と家庭の役割や責任な

ど、親育ちや家庭教育に関す

る講演会やフォーラムの開催

を推進します。

児童週間、児童虐待防止週間な

どの啓発週間での講演会やフォー

ラム、ワークショップなどの開催

を検討し、実施します。

あいとぴあセンターにおいて、子

育てシンポジウム「狛江で子・親・

地域育ての輪っ！－できることから

始めよう-」を開催しました。

子育て自主サークル“ハピネスロデ

ィ”と共催で、高野優の子育て講演会

『ママ達に栄養補給を！！』を西河原

公民館で開催しました。

参加者 108名（保育人数23名）

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

妊娠中の女性とその夫を対

象として、妊娠、出産、育児、

・安心して出産・子育てができる

ようにプログラム内容の充実を図

1コース３回にし、３回目をすべ

て日曜日に開催しました。（父親学級

10回

参加者 329人



８

10．父親学級の開催 【健康課】

11．育児学級の開催【健康課】

栄養などについて正しい知識

をもち、健康の保持・増進が

図れるよう、ママ・パパ学級

（平成 16年度年間 10 回・

１回につき４日間開催）を実

施しています。

ります。

・土曜日等の開催の拡大を図り、

平日参加の難しい父親の参加を促

進します。

（16年度４日→10日）

と合併した内容）

10回

参加者 362人

（父母の参加実人数）

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

父親を対象として、妊娠、

出産、育児の知識や技術、父

親としての心構え、母親をサ

ポートする姿勢などを学習す

る父親学級を開催していま

す。

希望するすべての人が受けられ

るように開催回数の増を検討しま

す。

（15年度２回→４回）

10回

ママ・パパ学級３日目を日曜日に

実施

参加者 176人

10回

ママ・パパ学級３日目を日曜日に実施

し、父親が参加しやすい環境にしまし

た

参加者 143人

（父親のみの参加実人数）

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

毎月１回、５～６か月児の

乳児を持つ保護者を対象に、

保健師による育児の話や管理

栄養士による離乳食初期の講

座を、試食を含めて開催して

います。

離乳食中期や後期の教室の開催

の実施も検討し、内容の充実を図

っていきます。

10回

参加者 206人

10回

参加者 226人
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12.(仮)「みんなで子育て」講座の開催 【児童福祉課】

13.子育てグループ・サークルの育成・支援 【健康課・児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

身近な地域の交流の場で、

保健師や保育士、子育て経験

者など、地域のボランティア

などの人材を活用した市民主

体の親講座の開催を推進しま

す。

子育てひろば等身近な交流の場

で、（仮）「みんなで子育て講座」

の開催を検討し、実施します。

子ども家庭支援センターにおい

て、言語聴覚士や栄養士による子育

てに役立つ講座を開催しました。

子ども家庭支援センターにおいて、

言語聴覚士や栄養士による子育てに役

立つ講座を開催しました。

また、子育て支援講演会「子育て支

援で地域づくり～カナダに学ぶ支えあ

いの子育て～」を開催しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

母子保健事業等を通じて子

育てグループの育成を図ると

ともに、地域で活動する子育

てサークルの組織化と育成と

その活動を支援します。

ぽっかぽか広場を通しての子育

てグループの育成を図るととも

に、ボランティア等を活用した一

定地域での子育てサークルを組織

化し、支援します。

ぽっかぽか広場では、３回コース

に１回プラスし、カウンセラーに「マ

マの心」をメインに話をしてもらい

ました。子育て自主グループ懇談会

は健康課だけではなく、公民館で活

動しているグループも一緒に参加し

ました。

ぽっかぽか広場参加者 263組

ぽっかぽか広場を４回コースで実

施しました。

実人員 95組 延べ 273組

子育て自主グループ懇談会も公民

館関連のグループにも参加を呼びか

け、公民館職員等と共に開催しまし

た。
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14.家庭教育に関する学びの場の提供 【公民館・児童福祉課】

主要課題３ 母と子の健康を確実に育む

（１）妊産婦・乳幼児期保健対策の着実な推進をします

15.妊産婦健診の充実 【健康課・児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

公民館等による家庭教育に

関する講座やセミナーの開催

を図るとともに、幼稚園・保

育園や小中学校・ＰＴＡ等に

よる家庭教育に関する学びの

場の提供を促進し、家庭教育

に関する学習機会を拡充しま

す。

・公民館セミナーでの家庭教育に

関する講座を実施します。

・子ども家庭支援センターの子育

てゼミナールで家庭教育に関する

講座を実施します。

公民館で、家庭教育や子育てをテ

ーマに女性セミナーを実施しまし

た。参加しやすいよう保育の受け入

れを行いました。

子ども家庭支援センターでは、Ｃ

ＡＰ、安全教育等の子育てゼミナー

ルを実施しました

公民館で、親子・家族関係を主要テ

ーマに女性セミナーを実施しました。

参加しやすいよう保育の受け入れを行

いました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

妊産婦に対して、健康管理

と本人及び乳児の死亡の防止

を図るとともに、流・早産、

妊娠中毒症、胎児の発育遅延

の防止等の母・児の障がいを

予防するため、妊産婦の健康

診査を実施します。

妊産婦の健康維持と安全な出

産・産後を送るため、受診率の向

上に努めます。

妊産婦受診無料券（２回分）及び

妊産婦超音波検査（35 歳以上）を

配布し、健康管理に努めました。

妊産婦１回目 345人

２回目 341人

超音波検査 80人

妊産婦受診無料券（２回分）及び妊

産婦超音波検査（35歳以上）を配布

し、健康管理に努めました。

妊産婦１回目 564人

２回目 555人

超音波検査 146人



１１

16.乳幼児健診の充実 【健康課】

17.予防接種の推奨 【健康課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

乳児・１歳６か月・３歳児

健康診査、及び乳児個別健康

診査を実施し、乳幼児の健康

の保持･増進と親の育児不安

の解消に努めるとともに、乳

幼児の疾病や障がいを早期に

発見し適切な指導を行いま

す。

また、幼児歯科検診でむし

歯予防についての知識をひろ

めるとともに予防処置も行い

ます。

・受診して満足できたと思える保

護者が増えるような体制づくりを

するとともに、未受診者の状況把

握と的確な指導、健診後のフォロ

ーを充実します。

・むし歯り患率を減らします。

（15％以下）

むし歯予防教室の回数拡大・対象

年令を１.３か月から１歳に引き下

げて実施しました。

18回

参加者 285人

・むし歯予防教室

18回

参加者 253人

（新規事業）

・母と子の歯の健康教室

４回

参加者 51人

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

各種の集団予防接種や個別

予防接種が確実に受けられる

ように情報の提供・案内に努

め、接種もれのないようにし

ます。

市広報紙やホームページ等で広

く周知し、接種率の向上を図りま

す。

接種率

通知人員 接種人員 接種率

三種混合

1回目 757人 701人 92.6%

2回目 757人 679人 89.7%

3回目 757人 692人 91.4%

追加 703人 551人 78.4%

麻しん 642人 630人 98.1%

風しん 642人 821人 127.9%

二種混合 545人 296人 54.3%

接種率

通知人員 接種人員 接種率

三種混合

１回目 635人 583人 91.8%

２回目 635人 594人 93.5%

３回目 635人 566人 89.1%

追加 757人 586人 77.4%

麻しん 574人 554人 96.5%

風しん 574人 600人 104.5%

麻しん・風しん
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18.育児相談の実施 【健康課】

19.母子訪問指導の実施【健康課】

日本脳炎 2,856 人 535人 18.7%

ポリオ 1,086人 1,065 人 98.1%

２期 586人 425人 72.5%

二種混合 562人 326人 58.0%

日本脳炎 0人 30人 100.0%

ポリオ1,240人 1,171人 94.4%

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

毎月１回育児、栄養、運動

など子どもの健康な生活習慣

の確立と育児不安の解消のた

め、保健師等の専門職が育児

相談を実施します。

また、地域に出向いて相談

を受ける出張相談も実施しま

す。

・あいとぴあセンターで育児相談

を実施します。（年10回）

・子ども家庭支援センターや地域

施設での育児相談を実施します。

（年６回）

あいとぴあ育児相談 11回

うち子ども家庭支援センターへの

出張２回

相談人員 310人

あいとぴあ育児相談 11回

うち子ども家庭支援センターへの出

張２回

相談人員 317人

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

すこやか訪問指導（妊産

婦・新生児）とその前後で必

要とされる妊産婦、乳幼児の

家庭を保健師等が訪問し、赤

ちゃんの計測や保育の相談、

母乳指導等を行います。

育児不安の解消や障がいの早期

発見、虐待の未然防止や早期発見

に留意し、保健師等と産後支援ヘ

ルパーとの連携も強化します。

妊婦 延 29人

新生児 216人

産婦 214人

妊婦 延 40人

新生児 226人

産婦 226人
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20.産後支援ヘルパー事業の充実 【児童福祉課】

（２）小児医療の拡大・充実を図ります

21.休日・夜間応急診療の充実 【健康課・児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

母の産後を支援するため、

出産後、育児や家事が困難で、

代わりにしてくれる人が身近

にいない家庭に対し、原則と

して出産後又は退院後１か月

以内の昼間、おおむね 10日

間、ヘルパーを派遣し、家事

や育児等の援助をします。

事業の周知を図り、利用家庭の

拡大に努めます。

実利用者数 17人

延利用人員135人日

実利用者数 17人

延利用人員143人日

※平成19年度より産後だけではな

く、産前にも対応する「育児支援ヘル

パー」を開始。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

医師会等の協力のもと、休

日・準夜間の救急医療体制を

整備し、小児医療の充実を図

ります。また、医療機関との

連携を強化し、総合的な支援

をします。

医師会の協力のもと、休日、２

次医療中核病院で、準夜間の医療

の確保を図ります。

慈恵第三病院内で「狛江・調布小

児初期救急平日準夜間診療室」を開

始しました。

月・火・木・金 午後 7 時～10

時まで

12月現在 受診者数1,006人

※18年度より 月～金実施

慈恵第三病院内で「狛江・調布小児

初期救急平日準夜間診療室」を実施。

月・火・水・木・金 午後7時～10

時まで

実施日数 244日

受診者数 1,683人
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22.乳幼児医療費助成の充実 【保険年金課】

主要課題４ 「食育」の考え方をひろめ、関心を向ける

（１）成長段階に応じた「食育」の推進をします

23.母子保健事業等を通じた「食育」の推進 【健康課】

24.保育園における「食育」の推進 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの健康を守り、子育

て家庭の経済的負担を軽減す

るため、乳幼児にかかる医療

費の自己負担分を助成すると

ともに、その充実を図ります。

対象年齢を就学前まで引き上げ

るとともに、所得制限を撤廃しま

す。

平成 17年 10 月１日より、未就

学児の全ての年齢において、所得制

限を撤廃しました。

所得制限の撤廃により、全ての未就

学児が医療費助成を受けられるように

なりました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの食べる意欲が育ま

れ、食の体験がひろがるよう、

乳幼児健康診査事業やママ･

パパ学級、育児サークルなど、

母子保健事業等の機会を活用

して、子育て家庭の授乳期・

離乳期、幼児期における「食

育」の支援を図ります。

保護者が食や栄養に関する知

識を深め、乳幼児の安全で豊かな

食事を提供できるように、テキス

トを整備するなど「食育」の考え

方をひろめます。

狛江市健康づくり市民のつどいに

て１～３歳児の食に関する「幼児食

講演会」を開催しました。

参加者 35人

狛江市健康づくり市民のつどいにて

３～５歳児の食に関する「幼児食講習

会」を開催しました。（実習有）

参加者 28人

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの食べる意欲を大切

にしながら、食の体験がひろ

季節に応じた食材を使い提供

すること等で子どもたちの食に

年齢別に保育士が検討し、調理室

の見学、子どもたち自身による配膳

年齢別年間計画を立て、園児が魚や

野菜等の食材がどのように育つかを勉
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25.学校における「食育」の推進 【学校教育課・指導室】

（２）食の重要性を理解できる場を提供します

26.家庭・学校・地域の連携による食育の場の提供 【健康課・学校教育課・児童福祉課】

がるよう、保育園における給

食のあり方を工夫し、楽しく

食べる子どもの育成に努めま

す。

対する興味を促し、また機会をと

らえて給食をつくる現場を見学

させるなど、子ども自身の食べる

意欲を育てます。

等を実施しています。 強しました。また、季節に応じた食事

により季節感や伝統行事を経験した

り、保育園の庭で育てたものを給食と

して味わうことで、食の大切さの認識

に努めました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童生徒が健康を大切に

し、主体的に健康的な食生活

習慣を体得できるよう、健康

教育や学校給食事業の充実を

図るとともに、食に関する体

験学習の機会を充実します。

学童期は食べ物と体の関係や

食事の楽しさを学ぶ機会を提供

し、思春期には栄養バランスや摂

食障害の防止など食によって健

康を育む考え方の定着を図りま

す。

地場産の野菜を給食に使用し、食

を大切にする心、そして基本的な食

生活習慣を身につけるよう実践して

います。

地産地消の考えに基づき、市内農家の

協力を得て、地場産の野菜を食材として

使用する事や、給食だよりを毎月発行す

るなど、学校給食を通じて、基本的な食

習慣の基礎、大切さを学べるよう取り組

みました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

「食」を通じた子どもたち

の健康づくりを効果的・継続

的に推進するため、家庭・学

校・関係機関の連携体制を整

備し、「食育」の場の提供を図

ります。

ＰＴＡ、地域団体、栄養改善

推進員等民間団体や関係機関と

連携を強化し、「食育」の考え方

をひろめ、定着させる活動や行

事を検討します。

狛江市健康づくり市民のつどいに

て、幼児食講演会を開催しました。

講師は公立、私立保育園栄養士にお

願いし連携を図りました。

狛江市健康づくり市民のつどいにて、

幼児食講習会を開催しました。講師は公

立、私立保育園栄養士にお願いし連携を

図りました。
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主要課題５ 思春期の体と心を守る保健対策を充実する

（１）子どもたちの性に関する必要な知識の普及を推進します

27.性教育の推進と性感染症予防に関する知識の普及 【指導室・市民協働課・健康課】

28.喫煙や飲酒・薬物乱用に関する知識の普及 【市民協働課・指導室・健康課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

学校保健を通じた計画的な

性教育の指導を行うととも

に、エイズなどの性感染症予

防について子どもたちへわか

りやすく情報を提供します。

学校での性教育の充実を図る

とともに青少年健全育成委員会

等と連携して子どもたちだけで

なく、親への啓発も推進します。

性教育の指導については、学習指

導要領、東京都教育委員会作成の性

教育の手引き、学校の全体計画や年

間指導計画に基づいて、発達段階に

即した指導が行われるよう努めてい

ます。

また、チラシ・パンフレット等で

の啓発も行っています。

性にかかわる指導については、学習指

導要領に基づくとともに、東京都教育委

員会の指導資料を活用し、各学校の全体

計画や指導計画に基づいて行うよう、繰

り返し指導をしています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

がんや循環器疾患、妊娠に

関連した異常の危険因子であ

る喫煙や、飲酒や薬物乱用に

ついて健康教育を推進すると

ともに、学校や地域団体等と

連携して、習慣化する前の子

どもたちの防止対策を推進し

ます。

青少年の喫煙や薬物乱用につ

いての実態を把握し、喫煙率・

薬物乱用ゼロをめざして、学校

での喫煙・飲酒防止指導や薬物

乱用防止のための取組を警察、

ＰＴＡ等の関係機関と連携しな

がら推進します。

学校では、各教科、総合的な学習

の時間及びセーフティ教室等さまざ

まな機会を活用して、児童・生徒の

喫煙、飲酒、薬物乱用防止のための

指導を、保護者、地域、関係諸機関

と連携して進めています。

また、喫煙・飲酒については、パ

ンフレット等、薬物については、東

京都薬物乱用推進狛江地区協議会を

通して標語募集等での啓発、さらに

狛江市薬物汚染防止対策推進会議を

小学校では、体育の保健領域５・６学

年で「喫煙、飲酒、薬物乱用は健康を損

なう原因であること」を学び、中学校保

健分野の健康な生活と疾病の予防では、

それに加えてその行為に心理状態や人

間関係、社会環境があることを学んでい

ます。また、特別活動や総合的な学習の

時間及びセーフティ教室等を通じて児

童・生徒の喫煙、飲酒、薬物乱用防止の

ための指導を、保護者や地域関係諸機関

と連携して進めています。さらに、薬物
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（２）子どもたちの心を守る精神保健対策を推進していきます

29.相談窓口の整備 【指導室・児童福祉課】

中心として薬物汚染撲滅キャンペー

ンを実施しています。

については、狛江市薬物汚染防止対策推

進会議を中心として青少年薬物汚染撲

滅キャンペーンを実施しています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

いじめや不登校など思春期

の心身の健康問題について、

子どもや保護者が気軽に相談

できる専門窓口の開設を図り

ます。

教育研究所の相談機能を充実

させるとともに、教育相談員、

ゆうあいフレンド、子ども家庭

支援センター等の関係機関とも

連携をとり、一人ひとりの問題

に応じた適切な対応に配慮しま

す。

教育研究所に、専門教育相談員５

人、適応指導員２人、ゆうあいフレ

ンドを順次配置し、教育相談機能の

充実を図るとともに、不登校及び発

達相談にかかわる学校間及び関係諸

機関との連携を進めています。

児童福祉課に相談窓口を開設して

います。

教育研究所に専門相談５名、適応指導

員３名、ゆうあいフレンド４名を配置

し、相談機能や適応指導の充実を図ると

ともに不登校や発達相談にかかわる学

校や関係機関との連携を進めています。

特に学校への巡回をして状況把握にも

努めています。

児童福祉課に相談窓口を開設してい

ます。
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基本目標２ 地域の子育て力を高める環境を創出していきます

主要課題１ 地域での子育て支援体制を充実する

（１）子育て支援施設の機能を充実します

30.子ども家庭支援センターの充実 【児童福祉課】

31.子育てひろば・つどいの広場の拡充 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

地域における子育て支援の

中核機関として、すべての子

育て家庭の抱える多様な相談

に十分に対応できるよう、よ

り専門的機能の充実を図ると

ともに、関係機関・団体との

連携を強化し、子どもと子育

て家庭を総合的に支援する中

心的センターとして体制を整

備します。

また、一時保育や子どもシ

ョートステイなどのサービス

提供もより利用しやすい制度

として充実も図ります。

・障がいや心理に関するスーパ

ーバイザーの配置や、児童虐待

等に対応するワーカーを設置す

るなど相談体制の整備を行いま

す。

・関係施設や関係機関・団体と

の連携を強化し、地域での見守

り機能やサービス調整機能、情

報提供機能等の充実を図りま

す。

・平成 19 年度までに先駆型子

ども家庭支援センターへの移行

を図ります。

あいとぴあセンターの発達教室や

教育研究所の臨床心理士などと連携

してケースにあたることや、ショー

トステイ先の養護施設、児童相談所

との連携により重篤ケースの見守り

など行っています。

平成19年度に先駆型子ども家庭

支援センターへの移行できるよう準

備を進めています。

平成19年度の先駆型子ども家庭支援

センターへの移行のために条例設置等

の諸整備をしたほか、要保護児童対策地

域協議会として「狛江市子ども家庭支援

ネットワーク会議」を設置し、子ども家

庭支援センターと関係機関との連携機

能をより強化しました。

※平成19年度より産後支援ヘルパー事

業を更に利用しやすくした「育児支援ヘ

ルパー事業」を開始。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童館や保育園等の機能を ・利用者ニーズに応じた利用し 児童館や子ども家庭支援センター 児童館や子ども家庭支援センターで
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32.児童館・児童センターの充実 【児童福祉課】

活用したり、民間団体等の活

力を生かして、地域で子育て

中の親子等の交流、子育て相

談、子育て情報の提供などを

行う子育てひろばやつどいの

広場事業を推進します。

やすい体制づくりを推進すると

ともに、子ども家庭支援センタ

ーや児童館・児童センターとの

連携を強め、相談・情報提供機

能の充実を図ります。

・民間活力を生かしたつどいの

広場を設置します。

のひろば機能の充実を図っていま

す。また、学童保育所の空き時間を

利用した「あそびの広場」も試行し

ました。

引き続き機能の充実を図ったほか、４月

から学童保育所「あそびの広場」を本格

実施しました。また、８月には市立保育

園の園庭開放のための要綱を制定し実

施しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

乳幼児から中学生・高校生

までのすべての児童を対象と

した事業を展開する子育て支

援の市の拠点施設として、利

用者のニーズを踏まえ、岩戸

児童センターの事業内容の充

実を図るとともに、和泉児童

館の施設機能・事業の充実を

図ります。

また、子どもたち本人から

の相談も気軽に受けられるよ

うな施設としても充実しま

す。

・中学生・高校生向けプログラ

ムの充実や開館時間の延長検討

などを推進し、中・高校生の利

用の促進を図ります。

・和泉児童館については、小学

生クラブ等の複合的な機能を備

え、市北部の子育ての拠点施設

として岩戸児童センターと連携

を取りながら情報の提供や相

談、交流の場となるよう努めま

す。

中高生ベビーシッター養成講座な

ど、次世代支援を視野に、０～18

歳まで一体化したプログラムを展開

しています。

また、和泉児童館においては小学

生クラブを平成18年度から開始し

ました。今後も、岩戸児童センター、

和泉児童館のより強い連携をめざ

し、職員の相互協力をすすめます。

平成18年度から和泉児童館において

「和泉小学生クラブ」を実施したほか、

岩戸児童センター・和泉児童館の各館に

おいて運営委員会を設置し実施事業の

検討や地域の課題を検討しています。

また、子どもたち本人からの相談や要

望等についても、受入れやすい雰囲気作

りに努めています。
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33.学童保育所・小学生クラブ等の充実 【児童福祉課】

34.子どもフリープレイ事業の推進 【社会教育課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

昼間保護者がいない等で監

護に欠ける小学生の健全な育

成を支援するため、学童保育

所、小学生クラブ、放課後ク

ラブの充実を図ります。

放課後児童健全育成事業の

あり方を検討し、保護者や子

どもたちのニーズや実情に応

じた施策を展開します。

・利用が必要な児童が全員利用

できるよう、需要の多い地域で

の受入れの拡充や定員を大幅に

下回る施設の再編など市全体の

ニーズを見据えて検討します。

・受入れ時間を延長したり小学

校４年生以上を受け入れるなど

より利用しやすい事業展開をし

ます。

・三季休業のみの利用や短期的

な利用などよりニーズに即した

受入れが可能なサービスの提供

を図ります。

平成17年度定員を超えて受入れ

ました。

上和泉学童保育所

松原学童保育所

岩戸小学生クラブ

一小放課後クラブ

岩戸小学生クラブで、４年生以上

の児童９人受入れしました。（障がい

児含む）

上和泉学童保育所分室・和泉学童保育

所を廃止し、緑野小放課後クラブ（午後

6時まで）・和泉小学生クラブ（午後7

時まで）を開設したことにより、受入れ

時間の延長や４年生以上の児童に対す

る受入れ幅が広がりました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

小学校の校庭、体育館、フ

リープレイルームを利用して

放課後の子どもたちの遊び場

を確保します。また、集団の

遊びを通じて、異年齢の子ど

もたちの交流を促進し、社会

性の向上を図ります。

現在実施している小学校（４

校）での事業を充実するととも

に、未実施校（２校）での実施

を推進します。

地域でのボランティア等の活

用を検討し、より地域に密着し

実施校４校（一小・五小・六小・

和泉小）

※緑野小学校において、平成18年

９月から実施。

実施校５校（一小・五小・六小・和泉

小・緑野小）
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35.児童関連施設の連携強化 【関係各課】

た事業としての展開を図りま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの健やかな育成をめ

ざし、学校、保育園、幼稚園、

学童保育所、児童館・児童セ

ンター等の児童関連施設の連

携を図ります。

連絡会議の設置など、公営・

民営の隔てなく、連携強化に努

め、総合的に支援する体制を強

化していきます。

青少年健全育成連絡会の年２回の

開催や、事例に応じたサポート会議

を実施し、健全育成にかかわる諸機

関と学校の連携の強化に努めていま

す。

また、第一小学校の子どもフリー

プレイは、放課後クラブ、学校と連

携して実施しています。

※緑野小学校においても、平成 18

年９月から同様の取り組み実施。

学校、保育園、幼稚園、学童保育所、

児童館、子ども家庭支援センター等の児

童関連施設及び警察や保健所、児童相談

所等を構成員とする要保護児童対策地

域協議会「狛江市子ども家庭支援ネット

ワーク会議」を設置し連携の強化に努め

ました。

西河原公民館では、公民館学習情報室

を公民館図書室に名称変更し、地域の図

書室として役割を明確にしました。和泉

小学校と第三中学校を中心に連携を図

り、学校司書との連絡会、施設見学等を

行いました。学校との連携により児童・

生徒の読書活動の支援と子どもたちの

居場所づくりにつながるよう努めてい

きます。

第一小学校及び緑野小学校では、子ど

もフリープレイ、放課後クラブ、学校と

連携して事業を実施しています。
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36.障がいのある子どもたちの受入れの推進 【児童福祉課】

（２）子育てを支援する活動を活性化し充実します

37.ファミリー・サポート・センターの充実 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

保育園、学童保育所、児童

館小学生クラブ等への障がい

のある子どもの受入れ拡大を

図ります。

低年齢児の障がいのある子ど

もの保育園での受入れや、放課

後児童健全育成事業での高学年

での障がい児の受入れを検討し

ます。

平成17年度は、岩戸小学生クラ

ブで高学年の障がい児を受入れまし

た。

平成18年度は、和泉小学生クラブを

新たに開設したことで障がい児の受入

れの幅を拡大しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子育てを援助して欲しい利

用会員と援助したいサポート

会員を募集し、保育園や学童

の送迎や預かりなど利用会員

のニーズにあうサポート会員

を紹介し、コーディネートす

る有償のボランティア活動を

一層活性化します。

広報活動、会員募集、講習会

や会員交流会の開催等を積極的

に推進し、サポート会員・両方

会員の増、事業内容の拡充を図

るとともに、調整事務の効率化

等を図り、利用しやすい体制づ

くりを推進します。

また、障がいをもった子ども

への支援の方法など、サポート

会員のより一層のスキルアップ

のための追加講習を実施しま

す。

利用会員

442人（前年比＋100）

サポート会員

94人（前年比+30）

両方会員

16人（前年比＋4）

活動件数

2,972件（前年比＋1,060）

利用会員

538人（前年比＋96）

サポート会員

114人（前年比+20）

両方会員

23人（前年比＋7）

活動件数

4,774件（前年比＋1,802）
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38.子育て仲間づくり・子育てグループの支援 【児童福祉課・健康課】

39.（仮）「子育て支援推進会議」の設置 【児童福祉課・健康課・指導室】

主要課題２ 子どもたちの遊び場・居場所をひろげる

（１）子どもたちの遊び場・居場所を確保します

40.公園・遊具の規模・配置の適正化の検討 【環境改善課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子育て支援を目的として活

動する市民グループや子育て

グループの支援を行うととも

に、母子保健事業、子ども家

庭支援センターや子育てひろ

ば、児童館等を通じて、子育

ての仲間づくりを推進しま

す。

乳幼児健診の機会や児童館や

午前中の学童保育所などを活用

し、子育て中の親子に集いの場

を提供するとともに仲間づくり

のできるプログラムを充実し、

乳幼児をもつ保護者の交流や自

主的な支援活動を促進します。

子ども家庭支援センター、公民館、

児童福祉課、子育て中の市民、幼稚

園、教育相談所等の代表者が集まり

ネットワークの第一歩を目的にする

子育てシンポジウムを開催しまし

た。参加者43人

学童保育所午前開放「あそびの広

場」を試行しました。

学童保育所の「あそびの広場」を本格

実施しました。引き続きこれらのひろば

を通じて、仲間作りのしやすい環境整備

に努めます。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

身近な地域で子どもの健全

育成や子育て支援について、

地域住民による情報交換・協

議の場として、概ね小学校通

学区ごとに、「子育て支援推進

会議」の設置を推進します。

支援事業を実施し、（仮）「子

育て支援推進会議」の設置を促

進するとともに、活動を支援し

ます。

また､市民福祉推進委員会と

の連携についても推進します。

子育て支援担当課長会議を開催

し、子育て支援にかかわる施策の効

果的な運用に努めています。

狛江市子ども家庭支援ネットワーク

会議を設置しました。

教員の人権研修では、児童虐待につい

ての理解や認識を深めるとともに学校

の責務について学べるように努めてい

ます。



２４

41.雨の日の遊び場の充実 【児童福祉課】

（２）中学生・高校生の居場所をひろげます

42.児童館・児童センターの活用 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもたちが屋外で安心し

てのびのびと遊ぶことがで

き、親子で憩い・ふれあうこ

とができる公園・遊園を設置

し、地域の交流の場としての

利用も図ります。また、子ど

もや利用者の目線に立った整

備に努めます。

既存の公園・遊園等の規模や

配置の適正化を検討するととも

に、親しまれる屋外の遊び場と

して地域住民がアドプト制度等

により自主的に管理し、運営す

る地域での交流の場としての機

能も持たせることを推進しま

す。

前原公園の２期工事が完了し、平

成17年度に全体が開園しました。

子どもたちがのびのびと遊べる広

場、ローラーすべり台等の遊具の充

実を行いました。

また、地域住民がアドプト制度等

により自主的に地域での交流の場と

しての機能も持たせることを推進し

ており、平成16年度まで５件、平

成17年度で１件増えました。

前原公園の北口通学路が平成18年９

月に完成し、今まで以上に公園利用及び

通学が安全になりました。

また、既存の公園等については、地域

住民が自主的に管理・運営するアドプト

制度の利用を促進し、交流の場としての

機能も果たせるよう推進しています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

雨の日の子どもの遊び場と

して、児童館・児童センター

等の既存施設の有効な利用を

図ります。

各施設の利用実態等を踏ま

え、在宅乳幼児親子の身近な屋

内遊び・交流の場として学童保

育所の空き時間の利用を推進し

ます。

東野川学童保育所、猪方前原学童

保育所で週３日、午前中に乳幼児親

子を対象とする施設開放「あそびの

広場」を試行しました。

学童保育所の「あそびの広場」を東野

川学童保育所、猪方前原学童保育所にお

いて本格実施しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童館・児童センターで中

学生・高校生のための時間や

・児童館・児童センターでの中

学生・高校生のための音楽や芸

中高生タイム、ジュニアボランテ

ィアなど専用プログラムの実施や、

中高生タイム、中高生行事（館内合宿、

スポーツ大会等）、自習室事業（試験前



２５

43.地域センター等既存施設の活用 【公民館・市民協働課】

44.学校施設の開放 【学校教育課・社会教育課】

スペースを確保します。 術などの魅力のある事業を実施

し、居場所としての充実を図り

ます。

・午後９時までの開館時間の延

長を検討します。

自習室事業など必要に応じた柔軟な

対応をしています。

自習時間の設定）など中高生の居場所と

して充実を図っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

中学生・高校生の居場所づ

くりのため、既存施設の活用

を図ります。

地域センター、公民館等既存

地域施設の活用について検討し

ます。

青少年関係団体による地域センタ

ー、公民館などの視察研修会を実施

し、既存施設の活用など青少年の居

場所について情報交換を行いまし

た。

また、公民館、体育館、地域セン

ター、地区センターでは使用料を低

額とし、利用の促進を図っています。

公民館、体育館、地域センター、地区

センターでは使用料を低額とし、利用の

促進を図っています。

青少年関係団体による児童センター、

児童館、小学校フリープレイ、放課後ク

ラブ、学童保育所を視察し、青少年の居

場所について実態を把握することに努

めました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

中学生・高校生の地域活動

の場として、休日や夜間の学

校施設の地域への開放を検討

します。

音楽室・図書室等の特別教室

や地域活動室の休日や夜間の開

放を推進し、中学生・高校生の

居場所として夜間活用できるよ

う検討します。

一小・和泉小・一中で実施。

※緑野小新校舎は地域開放を前提に

計画しています。

一小・和泉小・一中で実施。



２６

主要課題３ 地域での活動を充実する

（１）地域での交流活動を促進します

45.地域ふれあい事業の推進 【指導室】

46.児童関連施設における地域交流の促進 【児童福祉課】

47.世代間・異年齢交流の促進 【児童福祉課・市民協働課・社会教育課・公民館】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

地域の人材を教育活動に導

入したり、地域の諸行事に学

校が参加したり、学校の行事

に地域住民を招くなど、地域

ふれあい事業を推進し、学校

と地域との連携を深めます。

開かれた学校として、学校運

営連絡協議会を核として積極的

に地域に働きかけ、地域との協

働の観点から、学校教育の充実

を図るとともに、地域との交流

を進めます。

各校に教員が兼務する地域・環境

学習コーディネーターを置くととも

に、地域・環境学習コーディネータ

ー連絡協議会を年３回開催し、地域

との連携を深める取組を進めていま

す。

地域・環境コーディネーター連絡協議

会を年に３回実施し、各校での授業展開

の工夫等の情報交換や講師による多摩

川を教材とする指導を受けて実践の充

実を図っています。特に多摩川学習小学

校３校、地域あいさつ運動小学校２校、

中学校１校が優れた実践をしています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

保育園、幼稚園、児童館・

児童センター等の行事などの

機会をとらえて、ひろく地域

に開放し交流を促進します。

地域に積極的に情報を提供

し、また地域との協力体制を築

くなど、開かれた施設として地

域との交流を積極的に行いま

す。

駄倉、狛江子どもの家、多摩川保

育園で月１回程度園庭を開放し、地

域の乳幼児との交流を図りました。

狛江子どもの家、多摩川保育園で月１

回程度、公立保育園６園で月２回程度園

庭を開放し、地域の乳幼児との交流を図

りました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童館・児童センター等各

種児童関連施設内での乳幼児

と小・中学生等との異年齢交

異年齢や世代間交流の場の提

供や、環境づくりなどの働きか

けを積極的に行い、交流の促進

岩戸児童センターで、未来キッズ

事業や中高生ベビーシッター養成講

座事業を行い、乳幼児と小・中・高

岩戸児童センターの未来キッズ事業

（手づくりおもちゃやパネルシアター

の製作・実演）で乳幼児と小学生の交流



２７

（２）青少年の活動を活性化します

48.総合的な青少年育成施策の推進 【市民協働課・関係各課】

49.地域活動への子どもの参画の推進 【児童福祉課・市民協働課】

流や地域センターや公民館の

利用団体など各種団体や高齢

者団体との世代間交流を促進

します。

を図ります。 校生との交流を図りました。

公民館では、子どもの広場、野外

サークル、少年少女体験教室など事

業を通して、学校、学年を超えた仲

間づくりを進めました。また、指導

者・講師を公民館利用団体に依頼し、

異世代間の交流についてもあわせて

進めました。

を図りました。

南部地域センターでは、小中学生が中

心となり企画実施した事業「南部武遊

伝」を通して子ども同士の交流、利用者

団体との交流を図りました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

青少年問題協議会の運営及

び青少年健全育成活動実施委

員会の活動を支援し、総合的

な青少年施策の推進を図りま

す。

青少年の健全育成に関する総

合的な施策を策定し、地域住民

や青少年活動団体等による青少

年育成活動を支援します。

平成17年８月に狛江市青少年健

全育成行動計画を策定し、学校、地

域と連携し、取組みを進めています。

青少年関係団体の委員会活動を進め

ていくために、委員の共通認識として青

少年の現状を把握するため合同研修会

を行っています。また、教育委員会では、

７月に青少年健全育成連絡会、主任児童

委員、民生児童委員、学校長、生活指導

主任、調布警察出席で地域防犯や健全育

成について協議を深めました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

地域における町会・自治会

等の活動やボランティア団体

等の活動への子どもの参画を

促進します。また、地域セン

市内活動団体や地域の情報を

収集し、子どもが参加できる事

業への参加を促進、支援します。

平成14年10月より「市民活動・

生活情報誌わっこ」を発刊し、様々

な地域情報を発信しています。

平成14年 10月より「市民活動・生

活情報誌わっこ」を発刊し、子どもたち

が参加できるイベント情報を含む様々

な地域情報を発信しています。



２８

50.青少年の主体的な活動の支援 【市民協働課】

主要課題４ 子育てしやすい都市・生活環境を創出する

（１）ユニバーサルデザインを基本としたまちづくりを推進します

51.公共施設やその周辺のユニバーサルデザイン化の推進 【各事業課】

ター等における子ども向け事

業について、企画段階からの

子どもの参画を促進します。

※平成 18年度から、南部地域セ

ンターでは、小中学生を中心に世代

を越えた年代を対象とした事業を子

どもたちが中心となって企画し、実

施してします。

南部地域センターでは、小中学生を中

心に世代を越えた年代を対象とした事

業（南部武遊伝）を子どもたちが中心と

なり企画し、実施しています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

青少年健全育成活動実施委

員会の活動を支援し、自主企

画事業など青少年の主体的な

活動を促進するとともに、社

会参画を促進するため、青少

年の意見表明の場を設けま

す。

青少年の意見表明の場とし

て、概ね12～18歳の青少年で

構成する青少年会議の設置を検

討し、青少年施策への反映を図

ります。

平成17年８月に狛江市青少年健

全育成行動計画を策定し、取り組み

を進めていきます。

地域センターや公民館以外の子ども

の居場所の実態を把握するため、青少年

問題協議会、青少年健全育成活動実施委

員会が市内児童館、学童保育所施設など

で視察研修をしました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

多くの市民が利用する公共

施設やその周辺は、誰もが利

用しやすいユニバーサルデザ

インを考慮した環境整備を推

進します。

公共施設やその周辺の段差解

消や、利用しやすい遊具、オス

トメイト対応トイレや乳幼児の

授乳スペースの確保などユニバ

ーサルデザインの考え方を取り

あいとぴあセンターにおいて、オ

ストメイト対応トイレ（１階）、授乳

スペース（２階）を設置済みです。

また、市道の整備や市立施設の新

設・改良・更新設計については、バ

市道の整備や市立施設の新設・改良・

更新設計については、バリアフリー構造

をはじめ、ユニバーサルデザインの採用

に向けて検討を行うよう関係部署と情

報共有を行っています。



２９

52.歩道整備と幅員の確保 【管理課・計画課・整備課】

53.ユニバーサルデザインの啓発の推進 【関係各課】

入れた公共施設の整備を実施し

ます。

リアフリー構造をはじめ、ユニバー

サルデザインの採用に向けて検討を

行うよう関係部署と情報共有を行っ

ています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

乳母車やバギーなどを利用

する乳幼児の保護者や通学の

子どもたちが安全に移動でき

るように歩道整備や、歩道上

の障害物である放置自転車等

の撤去など実施します。

・ 歩道整備 調3・4・4号線

延長=約 105ｍ 幅員=3.5ｍ

八幡通り

延長=約 212ｍ 幅員2.5ｍ

・鉄道駅周辺の放置自転車撤去

の実施

・歩道上に出ている自動販売機

等障害物の移動指導

歩道整備、用地買収を行いました。

八幡通り、設計及び工作物等調査

を実施しました。

鉄道駅周辺の放置自転車、原付バイク

4,549台の撤去を行いました。

上和泉通り、八幡通りの歩道整備を実

施しました。

・ 総延長約346m 幅員2.5m

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況
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主要課題５ 子どもたちを取り巻く有害環境を取り除く

（１）子どもたちの健全な育成を阻害する有害環境への対策を推進します

54.パトロール活動等の推進 【市民協働課・学校教育課・指導室・管理課】

55有害環境の浄化 【市民協働課】

まちづくりに関する基本が

ユニバーサルデザインである

ことを、関係各課の施策・事

業の基本に推進します。

民間での開発や建築行為など

の指導等や、市で実施するイベ

ントを通じてユニバーサルデザ

インの考え方を浸透させます。

民間開発や建築行為については、

まちづくり条例による関係部署の各

課協議を通じて、「公共的建築物の福

祉環境整備基準（狛江市H7.3）」の

遵守を要請するなど啓発推進を行っ

ています。

民間開発や建築行為については、まち

づくり条例による関係部署の各課協議

を通じて、「公共的建築物の福祉環境整

備基準（狛江市H7.3）」の遵守を要請す

るなど啓発推進を行っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの心身の成長に悪影

響を及ぼすと思われる情報等

を地域からなくすため、パト

ロール活動を推進します。

青少年問題協議会や学校ＰＴ

Ａ等の関係機関と連携し、活動

を推進します。

生活指導主任会において各学校の

取組についての情報を交換し、関係

諸機関との連携や活動のあり方等を

研修しています。

また、平成17年５月から地域の

方々による学校安全ボランティア制

度をスタートしました。

毎月の生活指導主任会や年２回の青

少年健全育成連絡会において各方面の

取組の情報交換や連携の在り方につい

て協議を進めています。また、ボランテ

ィアによる学校内巡回や通学時の見守

り等の学校安全パトロールは各学校の

実態に応じて取り組みが進んでいます。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

有害環境対策を青少年育成

施策の重要なひとつに位置付

け、有害環境のチェックネッ

トワークの構築を図るととも

関係機関との連携を図るとと

もに、市民との協働により有害

環境の浄化に努めます。

市内８か所に設置している「不健

全図書追放ポスト」に投棄される不

健全図書等を青少年育成委員会の協

力を得て年４回回収し、有害環境の

市内８か所の「不健全図書追放ポス

ト」に投棄される不健全図書等を青少

年育成委員会の協力を得て年３回回収

し、有害環境の浄化に努めています。
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主要課題６ 子育てを地域で支えるための人材を確保する

（１）地域に人材を求め活用していきます

56.子育てアドバイザーの確保・育成 【児童福祉課】

（２）子育て支援のボランティアを育成していきます

57.ボランティアの確保・育成 【児童福祉課】

に、発生源に対し、関係機関

と連携して是正を働きかけて

いきます。

浄化に努めています。また、「全国青

少年健全育成強調月間」である 11

月には、青少年問題協議会を中心に、

夜間にビデオレンタル店等の実態を

調査し、各店への配慮を直接お願い

しています。

また、11月の「全国青少年健全育成強

調月間」には、青少年問題協議会を中

心に、コンビニ店、書店、ビデオレン

タル店等の実態を調査し、各店への配

慮を直接お願いしています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

地域で子育てに悩む家庭の

相談を気軽な相談相手とし

て、見守り・アドバイスがで

きる信頼できる人材を確保

し、子育てアドバイザーとし

て育成し、地域の子育ての支

援を行います。

子育てアドバイザー登録制度

を設け、登録を促進するととも

に、研修等による育成を図り、

地域の子育て支援の気軽な相談

相手として活用します。

子ども家庭支援センターにおい

て、子育てグループ等地域のグルー

プ活動の支援を通して、人材を育成

しています。

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

地域で子育てを支援するボ

ランティアを確保するため、

市社会福祉協議会、ＰＴＡ、

多様な子育て支援ができるよ

う、社会福祉協議会等と連携し、

体制を整備します。

岩戸児童センターにおいて、大人

ボランティアや保護者ボランティア

の受入れを実施しています。また、

引き続き児童センター・児童館におい

て大人ボランティアや保護者ボランテ

ィアの受入れを実施しています。また、
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民生児童委員等と連携し、ボ

ランティアの育成を図りま

す。

子ども家庭支援センターにおいて、

ボランティア育成とボランティアに

関する情報を提供しています。

子ども家庭支援センターにおいてはボ

ランティアの情報を提供しているほか、

子どもボランティア事業を実施するな

ど、育成面についても充実を図っていま

す。
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基本目標３ 子どもの生きる力と豊かな心を育む環境を整えます

主要課題１ 子どもたちの人権を擁護する

（１）子どもたちの権利や視点を反映させたまちづくりをします

58.子どもの権利条約の普及啓発 【児童福祉課・指導室・市民協働課】

59.子ども議会・子どもフォーラムの開催 【児童福祉課・指導室】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの権利の尊重・擁護

の環境をつくるため、子ども

の権利条約について、市民、

特に子どもたちとその保護者

及び児童関連事業従事者等

に、周知を図ります。

また小学校において、子ど

もへの暴力防止プログラム講

習会（ＣＡＰ）を実施し、「安

心する権利」｢自信を持つ権

利｣｢自由に行動する権利｣の

周知を図ります。

職員研修を通じた職員への周

知・啓発、児童関連公共施設等

への条約文の掲示、イベント・

講習会の開催、学校教育活動な

どにより普及啓発を図ります。

ＣＡＰについての講習会を、

多様な形で行います。

人権教育について各学校で全体計

画・年間指導計画に基づいた推進を

図るとともに、人権教育推進委員会

を年５回開催し、委員会で人権教育

推進資料を作成し、全教職員に配布

する等教員の研修に努めています。

また、平成 17年度は子どもへの

被害防止事業として、緊急の課題と

なっているインターネット及び携帯

電話に関わる被害防止等を目的とし

た情報モラル教育を全校で実施して

います。

教員の人権教育研修を必修とし、３回

のうち必ず１回参加して理解を深めて

います。また、人権教育推進委員会では

年５回開催し教員の人権教育啓発資料

を作成し配布しています。

各学校の人権教育の推進では、全体計

画・年間計画の提出を４月に求め、計画

に沿って実施するよう指導するととも

に、人権教育プログラム活用の助言や活

用状況調査をしています。

生活指導主任会で情報モラルやＩＴ

犯罪防止を取り上げて資料等を作成し

ています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもが議会や行政の仕組

みや役割を学び、社会の一員

としての自覚を培うととも

児童週間の行事として学校等

と連携し、小・中学生による子

ども議会を開催します。

※平成18年度に、子育てに関する

講演会の中で子どもたちとの意見交

換を実施する予定です。

平成19年度の子ども議会実施に向け

準備をしました。



３４

60.児童館の運営への子どもの参画 【児童福祉課】

61.子ども関連施設の第三者評価の推進 【社会福祉課】

（２）いじめや不登校等への取組を推進します

に、子どもの意見や要望をま

ちづくりに反映できるよう、

子ども議会や子どもフォーラ

ムを開催します。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもたちが児童館の運営

や事業に企画・立案段階から

参画することができ、子ども

たちの意見等が反映されるよ

う、仕組みを整備します。

市民や子どもたちで構成する

（仮）「児童館運営委員会」を設

置し、年間の児童館事業の検討

や運営について子どもたちの意

見が反映されるようにします。

高学年登録クラブのなかで、子ど

も会議を定期的に設け、児童館事業

プログラムの企画・運営に携わって

います。

引き続きプログラムのなかで子ども

会議を設け、子どもたちが企画・運営に

携わっています。また、子どもたちが自

由に要望を意見できるような環境作り

にも努めています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

利用者が良質なサービスを

安心して利用できるよう、公

正なサービス評価を行う第三

者評価機関の設置の推進を図

ります。

サービス評価の一環として福

祉サービスモニター制度の設置

を行うとともに、東京都福祉サ

ービス第三者評価受審支援事業

を実施し、第三者評価機関の設

置に向けた検討を行います。

平成16年より補助要綱を設け、

受審支援事業を実施しています。

該当事業所に対して、第三者評価制度

及び補助制度に関する情報提供を行っ

ています。
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62.相談・カウンセリング事業の推進 【児童福祉課・指導室】

63.不登校対策事業の推進 【指導室】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子ども家庭支援センターを

中心とした児童虐待防止のネ

ットワークを再構築し、児童

虐待防止マニュアルの作成、

各関係機関等と連携強化を図

り、適切な対応を図ります。

また、虐待やいじめなどに

悩む子ども自身が気軽に相談

できるように、相談窓口や電

話などの情報提供を積極的に

行います。

・子ども家庭支援センターで、

子どもたちからのいじめや不登

校、虐待などの相談に対応でき

るよう体制を整備するとともに

子どもたちに情報提供します。

・教育相談室の移転にあわせ相

談機能等を充実するとともに、

教育相談員の小学校派遣を行

い、子どもたちが気軽に相談で

きる環境に配慮します。また、

家庭・学校・地域の連携、関係

機関との連携強化を図ります。

児童館併設の子ども家庭支援セン

ターでは、小・中・高校生の保護者

からの相談や、子ども本人からの相

談も受付けています。

また、教育研究所による教育相談

活動の充実を図るとともに、教育相

談員及びスクールカウンセラーが週

ごとに学校を訪問し、児童・生徒及

び保護者、担任からの相談を通して

悩みの解決を目指しています。

子ども家庭支援センターでは、小・

中・高校生の保護者からの相談や、子ど

も本人からの相談も受付けています。

教育研究所では、心理相談員５人の相

談活動の充実を図るとともに、小学校へ

の派遣を週１回行い、問題への早期対応

ができるようにしています。

また、スーパーバイザー、スクールカ

ウンセラー、心理相談員、校内担当者、

特別支援教育コーディネーターがチー

ムで学校を巡回し児童・生徒や教員から

の相談に応じ、指導への助言を行ってい

ます。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

在籍学校への復帰をめざ

し、長期にわたり不登校状態

になっている児童生徒に対し

て、適応指導教室（ゆうゆう

教室）により適切な指導と学

習の援助を行います。

指導スペース、指導員体制を

整備し、中学生だけでなく小学

生も受入れられるように環境整

備をします。

教育研究所に設置している適応指

導教室(ゆうゆう教室)の適応指導や

学習指導の充実を図り、小学生を含

めた在籍児童・生徒が増え効果をあ

げています。また、ゆうゆう教室在

籍学級担任連絡会を年３回実施し、

関係者の連携強化に努めています。

教育研究所に設置している適応教室

（ゆうゆう教室）での適応指導や学習指

導により、在籍生徒の高校進学が増加す

るなど充実しています。また、ゆうゆう

教室在籍学級担任連絡会を年３回実施

し、連携強化を進め指導の効果を上げて

います。
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64.児童健全育成相談事業の実施 【児童福祉課】

65.ゆうあいフレンド事業の推進 【指導室】

66.自然体験活動事業の実施 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童館事業の一環として、

学校等関係機関と連携を図

り、中・高校生を含む年長児

童及び保護者等からの相談に

応じ、個別又は集団指導を行

います。

児童館を子どもたちが気軽に

相談できる窓口として位置付

け、相談・指導体制の整備を図

り、事業を実施します。

児童館職員が子どもたちの相談に

気軽に応じています。相談内容によ

っては、適切な関係機関と連携を図

り対応しています。

引き続き児童館職員が子どもたちの

相談に気軽に応じ、相談内容によっては

適切な関係機関と連携を図ることがで

きる体制をとっています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

不登校等の児童・生徒の家

庭に「ゆうあいフレンド」（主

に心理学専攻の大学院生等）

を派遣し、遊びなどを通して

子どもの心を開かせ、立ち直

りを支援します。

必要に応じて派遣回数を増や

すなど、事業の運営拡大を図り

ます。

引きこもり傾向のある子どもを支

援するために、家庭訪問を中心とし

た「ゆうあいフレンド事業」を充実

させ、適応指導教室への通室や学校

への適応に努めています。

「ゆうあいフレンド事業」により4名

の指導員が、引きこもり傾向のある子ど

もへの家庭訪問を実施し、日常的な実態

把握や働きかけを欠かさず行っていま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

いじめや不登校等の子ども

の立ち直りを支援するため、

児童館事業の一環として、サ

マーキャンプなど野外での活

学校等関係機関の連携を密に

し、ボランティアに協力を求め

て事業を実施します。

児童館・児童センターにおいて、

高学年登録クラブのキャンプ等を実

施し、自然の中で友達関係を構築で

きるようにしています。

児童館・児童センターにおいて、野外

体験事業でキャンプ等を実施し、自然の

中で、子ども同士の関わりを深め、体験

と学びの共同体作りを目指し活動を展
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主要課題２ 幼児教育の充実を図る

（１）幼児教育の内容の充実と情報を提供します

67.幼児教育の内容の充実【児童福祉課・学校教育課・指導室】

68.幼児教育の情報提供【児童福祉課・学校教育課・指導室】

動を行う自然体験活動事業を

実施します。

開しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

幼稚園・保育園での体験学

習や地域との交流活動などを

積極的に行いさまざまな経験

を与えるとともに、小学校就

学時までに必要な生活習慣や

知識などを身につけることが

できるように指導していきま

す。

年間の指導計画をもとに、地

域や小学校等の関係機関と連携

し、事業を充実させていきます。

各小学校で、幼稚園や保育園との

連携に協力しています。

また、各保育園では、地域の特別

養護老人ホーム等を定期的に訪問

し、交流を図っています。

各保育園では、地域の特別養護老人ホ

ーム等を訪問し、交流を図っています。

各小学校では、幼稚園や保育園との連

携を図っています。特に入学前の連絡等

については、きめ細かく行っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

家庭で行う幼児教育やしつ

けなどの情報を提供するとと

もに、家庭における幼児の教

育について、機会をとらえて

保護者等の啓発を図ります。

子育てガイドブックの内容を

充実するなどにより情報提供を

進めるとともに、関係機関での

行事やシンポジウムの開催など

で幼児教育についての啓発に努

めます。

各小学校では、家庭教育の重要性

について機会あるごとに啓発に努め

ています。

また、子ども家庭支援センターで

は、保護者向け図書コーナーの充実

を図り、ほっとおしゃべりタイム事

子ども家庭支援センターでは、保護者

向け図書コーナーの充実を図り、ほっと

おしゃべりタイム事業などで異年齢の

子を持つ親子の交流も行っています。

また、各学校での家庭教育への啓発
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（２）幼稚園・保育園・小学校の連携を強化します

69.幼稚園・保育園・小学校の交流・連携 【児童福祉課・学校教育課・指導室】

主要課題３ 学校教育の充実を図る

（１）開かれた学校として地域や家庭との連携を深めます

70.学校運営連絡協議会の充実 【指導室】

業などで異年齢の子を持つ親子の交

流も行っています。

は、年間を通して適宜行っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

幼稚園・保育園・小学校の

関係者の連携を深め、情報交

換や学習の機会を設けるとと

もに、子どもたちの交流も積

極的に推進します。

３者の連絡会議等を設置し、

定期的に情報交換や学習の機会

を設けるとともに、子どもたち

がお互いの行事に参加するなど

交流の機会を設けることを検討

します。

※平成18年度児童館や子ども家庭

支援センターの運営協議会等を通し

て、意見交換を実施しています。

児童館・児童センターにおいて運営委

員会を、子ども家庭支援センターにおい

ては運営協議会を各２回実施し、意見交

換を図っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

保護者や地域住民が学校運

営に積極的に関与し、特色の

ある学校づくりを目指し、地

域ニーズを的確に反映させる

ため、学校運営連絡協議会の

機能の拡大・充実をさせます。

ひろく意見を反映できるシス

テムを構築するとともに、内部

評価・外部評価を取り入れた学

校運営の改善を検討します。

全校に設置された学校運営連絡協

議会の機能の充実を図るための検討

を行うとともに、外部評価について

も教務主任会で評価項目を検討・改

善し、学校改善に反映する外部評価

を実施しています。

各学校では、学校運営協議会を定期的

に実施し、成果を検証しています。教務

主任会で学校評価のあり方を検討する

とともに、中学校では保護者評価項目を

統一して実施し分析・検討・改善に活か

しています。
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（２）生きる力を育む教育環境等を整備します

71.少人数学習集団による指導やティームティーチングの充実 【指導室】

72.外国人英語指導員の派遣 【指導室】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

少人数の学習集団を編制し

て指導を行ったり、１つの学

級を複数の教員で指導するテ

ィームティーチングをするこ

とで、学習速度や習熟度等に

あったきめの細かい個々人に

対応した学習指導を実施しま

す。

各学校で実態に応じた少人数

学習やティームティーチングを

充実し、指導時間数の拡大を推

進します。

東京都の加配教員(講師含む)とし

て小学校９人、中学校10人、市独

自の講師として小学校４人、中学校

６人を配置し、小学校では算数・国

語・理科、中学校では数学・英語・

理科・体育・音楽でティームティー

チングや少人数授業を進め、授業改

善に努めています。

東京都の加配教員として、小学校９

人、中学校10人、市独自の講師として

小学校６人、中学校７人配置して、小学

校では国語・算数・理科、中学校では数

学・理科・英語・体育・音楽でティーム

ティーチングや少人数授業を実施し、個

に応じた指導による学力向上を推進し

ています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

国際化の進展を踏まえ、身

近に他の国に興味を示し、ま

た英語教育の促進を図るた

め、外国人英語指導員を学校

に派遣します。

・現在、中学校全学級に配置し

ている外国人英語補助指導者を

小学校にも派遣します。

・外国人児童生徒に対する日本

語指導について、子どもの状態

に応じて派遣時間数を増やしま

す。

中学校英語におけるＡＬＴの配置

状況は、各校年間35日、小学校は

３校が試行校として年間22日、３

校が年間12日となっています。

中学校英語へのＡＬＴ派遣は各校年

間35日、小学校英語活動への派遣は各

校年間22日実施し、英語が使えるよう

にするとともに国際理解の推進を図っ

ています。

外国人児童生徒に対する日本語指導

については、年間述べ285時間派遣し

ました。
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73.情報教育の充実 【指導室】

主要課題４ 体験学習の機会をひろげる

（１）学校教育における体験学習の充実を図ります

74.体験学習の推進 【指導室】

75.総合的な学習の時間の充実 【指導室】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

コンピュータを利用した、

より多様な授業の展開を図

り、子どもたちの情報を活用

する能力を高めるため情報教

育を充実します。 また、個

人情報の保護や不適切な使用

に配慮するためのコンピュー

タの管理についても適切に行

います。

・小学校についても、中学校と

同様にコンピュータの整備を推

進するとともに、情報管理を適

切に行うための方策を実施しま

す。

・インストラクターの派遣を実

施し、教員のスキルアップや児

童、生徒の学習補助を行います。

小学校は児童用20台、中学校は

生徒用40台のパソコンを設置し、

順次パソコンの更新を行いコンピュ

ータ室の環境整備に努めています。

また、全校に情報教育担当者を置き、

情報教育担当者連絡会を年間５回開

催するとともに、パソコン実技研修

会や校内研修会及びインストラクタ

ーの学校派遣を通して各校の情報教

育を推進しています。

小学校では児童用を20台増やし合計

40台、中学校は 17年度からの 40台

を順次更新し、コンピュータ室の整備・

充実に努めています。また、各校の情報

教育担当者連絡会を年間５回実施し情

報教育展開の工夫改善に努めました。ま

た、インストラクターを児童・生徒の学

習として 10校延べ355時間、教員研

修として10校延べ93時間派遣し情報

教育の充実を推進しています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

地域の施設や事業所等の協

力のもとに、小学生への自然

や福祉などの体験学習、中学

生への職場体験学習等を実施

します。

地域の資源を生かしてさまざ

まな体験ができるように引き続

き実施します。

全校で自然体験、奉仕体験等の体

験学習を行うとともに、中学校では

全校で職場訪問または職場体験を実

施しキャリア教育の充実を図ってい

ます。

全校で自然体験や奉仕体験活動を年

間指導計画に位置付け実施しています。

中学校の職場体験は、全校が３日間実施

しキャリア教育を推進しています。
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（２）地域における体験学習の機会の拡大を推進します

76.児童館・児童センターにおける体験型事業の推進 【児童福祉課】

主要課題５ 次代の親の育成を支援する

（１）乳幼児等とのふれあい機会を提供します

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

学校における総合的な学習

の時間を充実し、子どもたち

の豊かな心や社会性の向上を

図ります。

より充実したカリキュラムの

展開を検討するとともに、各学

校が総合的な学習の時間を展開

するうえで必要なゲストティー

チャー、資料や教材の提供を実

施します。

各学校は総合学習推進事業委託費

を活用し、教材の開発や全校で100

名を越えるゲストティーチャーを招

聘し、総合的な学習の時間の充実に

努めています。また、平成 17年度

から学校ボランティア協力員制度を

立ち上げ、地域の方々による学校支

援体制づくりを進めています。

各学校は、教材開発充実や、外部指導

者招聘を積極的に進め、総合的な学習の

時間の充実を図っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童館事業におけるキャン

プやふるさと交流事業などの

体験型事業の充実を図りま

す。

自然体験活動等の充実を図り

ます。

児童館・児童センターが連携して

開催するキャンプや、むいから民家

園の池作りなど、多摩川に近い自然

を生かした体験に力を入れていま

す。

引き続き児童館・児童センターが連携

して野外体験事業として様々なキャン

プを開催しました。また、近隣において

も多摩川の豊かな自然を活かした体験

型の事業を実施しました。
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77.乳幼児等とのふれあい体験機会の提供 【児童福祉課・健康課】

78.中学生・高校生等の子育てボランティア活動の促進 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもたちの親性を育むこ

とを目的として、保育園、幼

稚園、児童館・児童センター、

学童保育所及び乳幼児健診等

の場を活用し、小学生や中学

生・高校生等が乳幼児とふれ

あう機会を提供します。

・学校や関係機関等と連携し、

体験機会の拡大に努めます。（健

康課）

・子ども未来会議を母体として

できた「未来キッズ」の活動を

ひろげていきます。（児童福祉

課）

岩戸児童センターにおいて、未来

キッズ事業を行い、小学生等が乳幼

児とのふれあいを体験しています。

保育園では、中学生の体験学習を

受け入れています。

引き続き岩戸児童センターにおいて、

未来キッズ事業を行い小学生等が乳幼

児とのふれあいを体験しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童館・児童センター等児

童関連施設における中学生・

高校生等のボランティア活動

を促進します。

学校や関係団体等と連携し、

推進します。

児童館の行事や、子ども家庭支援

センターの集いなどで、小中学生の

手伝いの場を提供しています。

引き続き児童館行事や、子ども家庭支

援センターにおいて、小中学生に手伝い

の場を提供しています。また、高校生に

ついても積極的に参加を促すことに努

めました。
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基本目標４ 男女にかかわらず子育てに参加する社会にしていきます

主要課題１ 仕事と子育てが両立できる就労環境をつくる

（１）就労環境の改善に取り組みます

（２）就労への支援を促進します

79.内職あっ旋事業の検討 【産業生活課】

主要課題２ 待機児対策と保育サービスを充実する

（１）保育園定数の見直し等受入れの拡大を行います

80.保育園の定数等の見直し 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

在宅での就労ができるよう

に、市内内職委託事業者の把

握、あっ旋の方法、個人情報

保護条例との調整、事業効果

など、内職あっ旋事業の検討

を行います。

内職あっ旋に関する調査・研

究の実施を行います。

商工会工業部会会員を対象に調査

を実施しました。内職を提供してい

る企業がわずか数件しかなく、専門

知識や特殊技術が必要な業務であ

り、内職の募集予定もないことから、

市内事業者による内職のあっ旋事業

の実施は困難な状況です。

内職の募集予定もないことから、市内

事業者による内職のあっ旋事業の実施

は昨年同様困難な状況です。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

待機児に低年齢児が多いた

め、低年齢児受入れ枠の拡大

や産休明け保育の実施園の拡

大など、保育園の定数見直し

等を行います。

・保育園の定数の見直しを行い、

段階的に低年齢児受入れ枠の拡

大を図ります。

・８か月からの受け入れ園を６

公立保育園６園のうち、施設面等

から受入れが可能な園を調査しまし

た。

定員枠の拡大については、受入れ可能

な園を引き続き調査しました。

※平成19年度から宮前保育園・三島保

育園において、受入れ可能月齢８か月を

６か月へ引き下げを実施。
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81.延長保育の拡大 【児童福祉課】

82年末・年始保育の実施 【児童福祉課】

83.特定保育の実施 【児童福祉課】

か月受入れとするよう図りま

す。

・産休明け保育（生後 57 日）

未実施保育園における受入れを

推進します。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

現在市立保育園では、午前

7 時 15 分から午後７時 15

分までの延長保育を行い、私

立保育園でもそれぞれに延長

保育を実施しています。

延長保育の延長時間の拡大

や、受入れ年齢の拡大について、

ニーズを見据えながら検討して

いきます。

※平成18年度、受入れ人数拡大に

向けて、検討しています。

公立保育園の延長保育定員枠を拡大

するために必要な人員配置等を検討し

ました。

※平成19年度から定員枠を拡大。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

保護者の方が就労等で年

末・年始に保育に欠ける子ど

もの保育を保育園で行いま

す。

保護者のニーズや保育体制の

整備を検討しながら、年末・年

始保育の実施の検討をしていき

ます。

検討中 検討中
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84.認可外保育施設等の支援 【児童福祉課】

（２）多様なニーズに応じた保育サービスを行います

85.一時保育の充実 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

非常勤やパート勤務、夜間

勤務などの不規則な勤務形態

で就労する保護者のニーズに

即した保育を実施します。

保護者のニーズや保育園のあ

り方、待機児童の動向などを見

据えながら、実施の検討をして

いきます。

検討中 検討中

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

認可保育園に入所できなか

ったり、年度の途中に発生す

る保育需要を受け入れるサー

ビスとして、東京都や市が定

める要件を満たす認証保育

所、認可外保育室について、

認可保育園を補完するものと

して位置付けて支援していき

ます。

認証保育所、認可外保育室の

入所定員を確保するとともに、

家庭福祉員の人数確保に努めま

す。

引き続き補助事業として継続実施

しています。

引き続き補助事業として継続実施し

ています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

家庭における育児疲れの解

消、急病や断続的勤務・短時

家庭福祉員宅のほか、認可保

育園や保育室等においても実施

私立保育園と実施に向けての協議

を始めました。

私立保育園と実施に向け、具体的な協

議に入りました。
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86.ショートステイ事業（子育て短期支援事業） の充実 【児童福祉課】

87.幼稚園の預かり保育の充実 【児童福祉課】

88.病後児保育（乳幼児健康支援一時預かり事業）の充実 【児童福祉課】

間勤務など勤務形態の多様化

に伴う一時的な保育需要に対

応するため、一時保育を実施

します。

できるよう努め、受入れ先の拡

大を図ります。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

保護者が病気その他の理由

で一時的に児童の養育ができ

なくなった場合などに、子ど

もを一時的に養育・保護しま

す。

需要への適切な対応と利用者

の利便性の向上のため、実施施

設の受入れ枠の拡大や市内養育

家庭による実施を検討します。

また、利用対象の年齢の拡大を

検討します。

利用者のニーズを踏まえ、引き続

き現在の実施施設で事業を行うとと

もに、市内養育家庭で実施できるよ

うに努めます。

利用者のニーズを踏まえ、引き続き現

在の実施施設で事業を行うとともに、市

内養育家庭で実施できるように努めま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

幼稚園に通園する子どもを

もつ保護者の子育てを支援す

るため、幼稚園における「預

かり保育」を充実します。

市内すべての幼稚園で預かり

保育が実施されるよう、幼稚園

に対し要請していきます。

私立幼稚園４園中３園で実施して

います。

引き続き、私立幼稚園４園中３園にお

いて実施しています。
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主要課題３ 男女ともに子育てに参加する社会をつくる

（１）男女共同参画社会の推進をします

89.男女平等推進プランの推進 【市民協働課】

90.啓発活動の推進 【市民協働課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

保育園等の子どもが病気や

病後のために各施設で受入れ

が困難なときに、保護者に代

わって預かり、子どもの健康

管理と保護者の就労を支援し

ます。

利用しやすいように改善を図

るとともに、事業を継続して実

施します。

利用者実績 延べ410人 利用者実績 延べ543人

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

市民の意識実態をふまえ、

「こまえ男女平等推進プラ

ン」の推進を図ります。

市民への情報提供、市民の参

加を図りながら、プランの着実

な推進に努めます。

プランに掲載している推進事業を

所管する課で構成する庁内推進組織

を中心に、事業を推進し、男女平等

社会の実現に向けた取組みを行って

います。また、年度末に事業評価結

果などを含めた報告書を作成しまし

た。

プランに掲載している推進事業を所

管する課で構成する庁内推進組織を中

心に、事業を推進し、男女平等社会の実

現に向けた取組みを行っています。ま

た、平成18年度より庁内推進組織の委

員の任期を２年と延長し、継続的な推進

体制としました。12月には今後の男女

共同参画推進のための基礎資料とする

ことを目的に職員意識調査を実施しま

した。
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（２）男性の子育てへの参加を促進します

（再）父親学級の開催 【健康課】

91.男性の家庭教育・地域活動への参加の推進 【児童福祉課・健康課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

市民に男女平等についての

啓発を図るため、フォーラム

の開催や、機関紙の発行をし

ます。

男女平等推進フォーラム実行

委員会によるフォーラムの開催

をするとともに、機関紙「こま

えーる」を発行し、市民への啓

発活動を実施します。

「女と男はどこがちがうの！？-

男女平等･･･わたしたちの場合」とい

ったテーマで講演形式のフォーラム

を実施しました。平成17年度は、

数団体の後援をもらい、幅広く情報

の周知を行いました。また、３月に

はフォーラムの内容を掲載する情報

紙「こまえーる」を発行しています。

10月に「CAPで男女共同参画？」、

３月に「女も男も苦しくない生き方」を

テーマにした講演形式のフォーラムを

２回実施しました。数団体の後援をもら

い、幅広い情報の周知を行いました。ま

た、３月にはフォーラムの内容を掲載す

る情報紙「こまえーる」を発行していま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

父親を対象として、妊娠、

出産、育児の知識や技術、父

親としての心構え、母親をサ

ポートする姿勢などを学習す

る父親学級を開催していま

す。

希望するすべての人が受けら

れるように開催回数の増を検討

します。

（15年度２回→４回）

10回

ママ・パパ学級３日目を日曜日に実

施

参加者 176人

10回

ママ・パパ学級３日目を日曜日に実施

し、父親が参加しやすい環境にしまし

た。

参加者 143人

（父親のみの参加実人数）

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

男性の家庭教育や地域活動

への参加を促進するため、関

係機関・団体と協力し、学習

ＮＰＯやＰＴＡ等市民団体に

よる（仮）「おやじ講座」等の開

催を推進するとともに、学校の

男性講師による子育て経験につい

ての講演会「失敗してもいい子育て

～自分が好きと言える子に～」を開

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。
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（再）ママ・パパ学級の開催 【健康課】

機会の提供を図るとともに、

地域活動への男性の参加を促

進します。

部活動、児童館事業等に男性の

活用を図ります。

催しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

妊娠中の女性とその夫を対

象として、妊娠、出産、育児、

栄養などについて正しい知識

をもち、健康の保持・増進が

図れるよう、ママ・パパ学級

（平成 16年度年間 10回・

１回につき４日間開催）を実

施しています。

・安心して出産・子育てができ

るようにプログラム内容の充実

を図ります。

・土曜日等の開催の拡大を図り、

平日参加の難しい父親の参加を

促進します。

（16年度４日→10日）

１コース３回にし、３回目をすべ

て日曜日に開催しました。（父親学級

と合併した内容）

10回

参加者 362人

10回

参加者 329人

（父母の参加実人数）
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基本目標５ 子どもや子育て家庭が安心して生活できる社会にします

主要課題１ 子どもたちの安全を確保する

（１）子どもの交通安全対策を推進します

92.交通安全教育の推進 【関係各課】

93.通学路の安全対策の推進 【学校教育課・管理課・整備課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの交通安全意識を高

め、交通事故から守るため、

警察や保育園、小学校、市民

団体等との連携により交通安

全教育を実施し、広報等によ

る啓発を図ります。

交通安全協会等関係団体によ

る交通安全教育を各施設で実施

するとともに、広報や交通安全

ポスターの募集等で啓発を図り

ます。

各学校では日常の交通安全指導は

もとより、春及び秋の全国交通安全

運動に合わせて、警察との連携によ

る交通安全教室等を開催していま

す。

また、通学路の安全調査を実施し

危険箇所の改善を関係機関に要請し

ています。

保育園においても、警察による交

通安全指導を実施しています。

各学校では、日常的に学級での指導を

行ったり、年間指導に基づいて交通安全

教室を行ったりしています。その際は、

警察や地域と連携しています。

また、教職員は定期的に通学路の安全

調査を実施し危険箇所改善に努めてい

ます。

保育園においても、警察による交通安

全指導を実施しています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

教職員による交通安全指導

を実施するとともに、通学路

の交通安全施設のチェックを

定期的に行い、関係機関に対

して改善を要請します。

第二・第七小学校の統合に伴

う通学路の安全対策を最重要課

題として計画的に推進します。

平成17年度は、八幡通りに路面

表示、標識など交通安全施設の改善

を行いました。平成18年度は、上

和泉通りの市民プール付近の歩道拡

張を実施。

上和泉通り、八幡通りの歩道拡張を実

施しました。

御台橋通りに通学路の路面表示を行

いました。
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94.交通安全施設の設置の推進 【管理課】

（２）子どもの防犯対策を推進します

95.犯罪等に関する情報の提供 【総務防災課】

96.「こどもかけこみ110番」 活動の支援 【社会教育課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

危険箇所へのカーブミラー

やガードレール、注意喚起表

示の設置や信号機、交通規制

標識等の設置の要請を推進し

ます。

パトロールによる危険箇所の

調査や市民からの要請に基づ

き、計画的に設置を推進してい

きます。

カーブミラーを22か所設置した

ほか、小田急線の南側を重点的に、

ガードパイプの設置や道路区画線設

置等の工事を実施しました。

カーブミラーを 11 か所設置したほ

か、道路区画線、ガードレール、交差点

点滅鋲を設置しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

市内関係機関の連絡体制を

整備し、防犯等の関係機関か

ら受けた情報等をすみやかに

配信し、防犯体制を強化する

とともに、市内等で発生した

事件について自治会等を通じ

て情報を提供し、市民の自主

的な防犯活動を推進します。

緊急連絡体制を強化するとと

もに、広報紙等を通じて犯罪等

に関する情報の提供を行ない、

関係機関・活動団体等との情報

交換の機会を設けます。

地域安心安全情報共有システムを

平成18年２月から立ち上げ、調布

警察署からの犯罪・不審者情報等を、

登録した方に配信しています。

地域安心安全情報共有システムに登

録人数は、徐々に増えつつあります。平

成18年10月より携帯電話やパソコン

を持たない人のために犯罪・不審者情報

を２か月一度、「安心安全情報一覧表」

という紙ベースの情報チラシを作成し、

町内会や自治会、各地域センター等で配

布しています。また、広報紙に２月と８

月に狛江市内の犯罪発生状況を地区別

に掲載周知し、市民に注意喚起をしてい

ます。
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97.防犯パトロール活動の推進 【総務防災課・学校教育課・指導室】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの生命と安全を守る

ため、地域の協力を得て会

社・商店・民家などに専用の

ステッカーを提示し、危険を

感じた子どもの一時的な避難

場所とするボランティア活動

を支援します。

活動を支援し、ステッカー提

示登録者の拡大を図ります。

（15 年度末 登録実績 810

軒）

引き続き地域の協力を得て実施。

平成17年度末 984件登録

引き続き地域の協力を得て実施。

平成18年度末 1,016件登録

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの安全確保と健全育

成のため、防犯ボランティア

等と連携し、市内における防

犯パトロール活動を推進しま

す。

ＰＴＡの防犯パトロール隊や

地域のわんわんパトロール等の

ボランティア活動と連携し、活

動を推進します。

ＰＴＡ及び地域と連携して児童・

生徒の登下校時の見守りを強化する

と共に、セーフティ教室の実施や地

域安全マップの作成を通して児童・

生徒の危機回避能力の育成に努めて

います。

また、平成17年５月から、地域

による学校安全ボランティア制度、

12月には、町会、自治会、防犯協

会の方による自主的な安心安全パト

ロールが、一部の地域でスタートし

ました。

各学校ではセーフティ教室の実施や

地域安全マップ作成、学級での指導を通

して危機回避能力の育成に努めていま

す。

また、ＰＴＡや地域の人々との連携に

よる学校内巡回及び登下校時の見守り

を推進しています。さらに各校の実態に

応じて学校安全ボランティアの活動が

推進されています。

◎安心安全パトロールは、平成１９年

３月３１日現在、登録者は学校安全ボラ

ンティア６７３人、地域ボランティアは

１８団体４７３人となっています。

地域安心安全パトロールの未実施地

区（町内会、自治会等のない地域）では、

市の青色回転灯搭載車による市内巡回
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主要課題２ 子どもの虐待防止と被虐待児の立ち直りを支援する

（１）児童虐待防止のための体制を強化します

98.児童虐待防止のためのネットワークの再構築と連携強化 【児童福祉課・健康課】

99.児童虐待についての市民への啓発 【児童福祉課・健康課】

により補完しています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子ども家庭支援センターを

中心とした児童虐待防止のネ

ットワークを再構築し、児童

虐待防止マニュアルの作成、

各関係機関等と連携強化を図

り、また児童虐待防止の啓発

を実施します。

17年度：児童虐待防止ネットワ

ーク構築準備会設置

18年度：児童虐待防止ネットワ

ーク事業の実施（児童虐待防止

マニュアル作成、子ども虐待防

止ネットワークこまえの再構

築）

19年度：子ども家庭支援センタ

ーを中心としたケースマネジメ

ント会議の実施

健康課、児童福祉課、児童相談所、

保育園等との連携のもと必要に応じ

問題のあるケースについてのケース

会議を行っています。

「狛江市子ども家庭支援ネットワー

ク会議」を設置しました。

代表者会議１回

実務担当者会議２回

個別ケース会議10回

関係機関との連携を密にし、児童虐待

防止、早期発見、対応のための充実を図

りました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童虐待について、市民、

特に子どもを持つ保護者に対

し、さまざまな場や機会を活

・講演会・フォーラム・シンポ

ジウム、児童週間の行事、（仮）

子育て支援推進会議などを通じ

ママ・パパ学級等を通じて、子育

て家庭への啓発を行っています。

また、子ども家庭支援センター

引き続きママ・パパ学級等を通じて、

子育て家庭への啓発を行っています。

また、子ども家庭支援センターにおい
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（２）被害を受けた子どもたちへの支援をします

（再）相談・カウンセリング事業 【児童福祉課・指導室】

用して、啓発を図ります。 て、ひろく市民に啓発を図りま

す。

・ママ・パパ学級、育児教室、

幼児教育、家庭教育、子育てガ

イドブックなどを通じて、子育

て家庭への啓発を図ります。

「Nobody's Perfect」など親教育

プログラムやゼミナールの中でも啓

発を行っています。

ても、親教育プログラムとして子育てゼ

ミナールを開催し、虐待防止に繋がる講

座を開催し啓発に努めています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子ども家庭支援センターと

学校・教育相談室など関係機

関相互の連携を強化し、相談

機能の充実を図ります。

・子ども家庭支援センターの位

置づけを明確にし、いじめや不

登校、児童虐待などの相談に対

応できるよう体制を整備します

（児童福祉課）。

・夜間を含め、子ども自身がい

つでも相談できる窓口の開設を

検討します（児童福祉課）。

・教育相談室の移転にあわせ相

談機能等を充実するとともに、

教育相談員の小学校派遣を行い

ます。また、家庭・学校・地域

の連携、関係機関との連携強化

を図ります（指導室）。

児童館併設の子ども家庭支援セン

ターでは、小・中・高校生の保護者

からの相談や、子ども本人からの相

談も受付けています。

また、教育研究所による教育相談活

動の充実を図るとともに、教育相談

員及びスクールカウンセラーが週ご

とに学校を訪問し、児童・生徒及び

保護者、担任からの相談を通して悩

みの解決を目指しています。

子ども家庭支援センターでは、小・

中・高校生の保護者からの相談や、子ど

も本人からの相談も受付けています。

教育研究所では、心理相談員５人の相

談活動の充実を図るとともに、小学校へ

の派遣を週１回行い、問題への早期対応

ができるようにしています。

また、スーパーバイザー、スクールカ

ウンセラー、心理相談員、校内担当者、

特別支援教育コーディネーターがチー

ムで学校を巡回し児童・生徒や教員から

の相談に応じ、指導への助言を行ってい

ます。
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（再）児童健全育成相談事業の実施 【児童福祉課】

（再）ゆうあいフレンド事業の推進 【指導室】

（再）自然体験活動事業の実施 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

児童館事業の一環として、

中学生・高校生を含む年長児

童及び保護者等からの相談に

応じ、個別または集団指導を

行います。

学校等関係機関と連携を図

り、相談・指導体制の整備を図

り、事業を実施します。

児童館併設の子ども家庭支援セン

ターでは、小・中・高校生の保護者

からの相談や、子ども本人からの相

談も受付けています。

引き続き児童館職員が子どもたちの

相談に気軽に応じ、相談内容によっては

適切な関係機関と連携を図ることがで

きる体制をとっています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

不登校等の児童生徒の家庭

に「フレンド」（主に心理学専

攻の大学院生等）を派遣し、

子どもと遊びなどを通して心

を開かせ、立ち直りを支援し

ます。

必要に応じて派遣回数を増や

すなど、事業の運営拡大を図り

ます。

引きこもり傾向のある子どもを支

援するために、家庭訪問を中心とし

た「ゆうあいフレンド事業」を充実

させ、適応指導教室への通室や学校

への適応に努めています。

「ゆうあいフレンド事業」により4名

の指導員が、引きこもり傾向のある子ど

もへの家庭訪問を実施し、日常的な実態

把握や働きかけを欠かさず行っていま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

いじめや不登校等の子ども

の立ち直りを支援するため、

児童館事業の一環として、サ

マーキャンプなど野外での活

動を行う自然体験活動事業を

実施します。

学校等関係機関の連携を密に

し、事業を実施します。

児童館・児童センターにおいて、

高学年登録クラブのキャンプ等を実

施し、自然の中で友達関係を構築で

きるようにしています。

児童館・児童センターにおいて、野外

体験事業でキャンプ等を実施し、自然の

中で、子ども同士の関わりを深め、体験

と学びの共同体作りを目指し活動を展

開しました。
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主要課題３ 障がいのある子どもと家庭への支援を充実する

（１）相談・療育事業を充実します

100.地域療育システムの構築 【社会福祉課・児童福祉課・健康課・学校教育課・指導室】

101.乳幼児発達健康診査の充実 【健康課・社会福祉課】

102.相談事業の充実 【健康課・児童福祉課・社会福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

障がいや発達の遅れのある

子どもに、発達段階に応じた

療育の場が乳幼児期から学齢

期まで一貫・継続して提供で

きるよう、保健・医療・福祉・

教育等の連携した地域療育シ

ステムを構築します。

相談・連絡調整体制、乳幼児

期から学齢期までの一貫した療

育体制、学校との連携、保育園

や幼稚園への支援、放課後児童

対策などの充実をめざし、療育

システムの整備を図ります。

教育研究所に軽度発達障がいの相

談に応じられる専門教育相談員を配

置し、発達に関する相談体制の充実

に努めるとともに、療育機関と連携

して就学前の子どもの適正な就学を

図る取組を進めています。

※平成18年度から、東京都のモデ

ル事業の成果を踏まえ、学校、福祉、

保健・医療等からなるエリアネット

ワークを構築。

教育研究所に発達障がいの相談に応

じられる専門教育相談員を配置し、就学

指導に合わせた保護者相談や学校の相

談に応じています。また、就学前の子ど

もの「就学支援シート」の作成を通じて、

適切な就学指導を推進しています。

狛江市地域特別支援教育推進連絡協

議会を設置しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

乳幼児健康診査等において

発達の遅れが心配される乳幼

児に対し、発達に重点を置い

た健康診査を行い、障がいの

早期発見・早期療育を図りま

す。

障がいの多様化を踏まえ、健

診内容等の充実を図るととも

に、あいとぴあ子ども発達教室

“ぱる”等関係機関との連携を

強化します。

月１回、健康課と“ぱる”との定

例連絡会を実施しました。

また、“ぱる”の見学、プールへの

参加等も行いました。

前年度事業を引き続き実施したほか、

新たに市内の保育園園長や教育相談室、

健康課等による実務者連絡会を年2回実

施しています。
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103.早期療育訓練事業の推進 【社会福祉課】

104.就学相談支援体制の整備 【学校教育課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの発育・発達につい

て、情報の提供や相談内容に

応じた各種サービスの調整な

ど、相談を行います。

関係機関相互の連携を強化

し、相談しやすい窓口づくりを

推進し、充実を図ります。

健康課では、子どもの発育・発達

について、情報の提供や相談内容に

応じた各種サービスの調整等を行

い、前年度電話・面接・その他文書

等で300件以上を受付けました。

また、児童福祉課、健康課、保健

所等で連携し、相談及び情報の交換

を行っています。

児童福祉課、健康課、保健所、子ども

家庭支援センター等で連携し、相談及び

情報の交換を行っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

発達に遅れのある就学前の

子どもに対し、親子の通所に

より、必要な療育訓練・指導

を行い、子どもの成長・発達

を支援します。

障がいの多様化と訓練の必要

な子どもの増加傾向を踏まえ、

あいとぴあ子ども発達教室“ぱ

る”における事業実施体制の充

実を図るとともに、就学後も必

要に応じて訓練が継続して受け

られるように体制の整備を進め

ます。

就学後の訓練等については、現在

検討中。

「あいとぴあ子ども発達教室“ぱる”」

の定員増を検討。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

障がいのある子どもが適切

で円滑な就学ができるよう、

東京都の「東京都心身障害児

就学相談に関する調査研究に伴

平成17年度から幼児期から学齢

期につなげる就学支援シートを活用

引き続き支援シートを活用し、学校教

育への円滑な移行を図っています。
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（２）特別支援教育に取り組みます

105.特別支援教育のあり方の検討・推進 【学校教育課・指導室】

106.就学支援計画の作成 【学校教育課・指導室】

教育、医療、保健、福祉など

関係機関の連携に基づく相談

支援体制を整備します。

う研究対象地域」指定（平成16

～17年度）による研究成果を生

かし、就学相談支援体制を整

備・充実します。

し、学校教育への円滑な移行を図っ

ています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

現行の心障学級、通級学級

の成果を踏まえ、特別支援教

育について、本市の実態にふ

さわしいあり方を検討し、推

進します。

各校の代表で組織される委員

会を設置し、特別支援教育を推

進します。

全校に教員が兼務する特別支援教

育コーディネーター及び校内委員会

を置き、組織的に特別支援教育が推

進できる体制づくりをするととも

に、心身障がい学級設置校長会、特

別支援教育連絡協議会の年３回開

催、市民対象の説明会の実施、巡回

指導の実施を通して特別支援教育の

推進に努めています。

各学校では、特別支援教育コーディネ

ーターを中心に校内委員会を発足し組

織体制を整えています。年３回心身障が

い学級設置校長会、特別支援教育連絡協

議会を開催し、連携した取り組みを進め

ています。また、専門家等のチームで年

２回の巡回相談を実施し、各学校の特別

支援教育への指導・助言をしています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

乳児期から学齢期までをつ

なぐ「就学支援計画」の作成

を試行し、保護者が障がいの

ある子どもやその家庭を含め

たライフステージに見通しを

東京都のモデル事業の成果を

踏まえ、本市としての「就学支

援計画」を作成します。

東京都のモデル事業を通して、関

係諸機関との協力関係の構築及び就

学支援シートの活用による、保護

者・幼稚園・保育園・療育機関・医

療機関・学校との連携に努めていま

関係諸機関との協力関係の構築及び

就学支援シートの活用による、保護者・

幼稚園・保育園・療育機関・医療機関・

学校との連携が深まっています。

就学支援シートを活用した学校教育
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107.発達障がいのある児童生徒への取組 【学校教育課・指導室】

108.都立養護学校等との連携の推進 【学校教育課・指導室】

持てるように、関係機関が相

互に機能を分担し連携するネ

ットワークの構築をめざしま

す。

す。

また、平成17年度から幼児期か

ら学齢期につなげる就学支援シート

を活用し、学校教育への円滑な移行

を図っています。

への円滑な移行も定着してきました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

通常学級に在籍している発

達障がいのある児童生徒への

指導や支援の充実を図りま

す。

市内小・中学校における学校

全体の課題として取り組み、指

導や支援のあり方を改善工夫

し、実践します。

各校の校内委員会を指導・助言す

る巡回指導や特別支援教育にかかわ

る研修会を学校派遣の教育相談員や

スクールカウンセラーと協力して実

施し、障がいのある児童・生徒への

指導力の強化に努めています。

※平成18年４月より情緒障害通級

指導学級を和泉小学校に新設。

平成18年４月から和泉小学校に情緒

障害通級指導学級（けやき学級）を開設

しました。

また、巡回指導や特別支援教育にかか

わる研修会を学校派遣の教育相談員や

スクールカウンセラーと協力して実施

し、障がいのある児童・生徒への指導力

向上を図っています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

都立養護学校の（都立調布

養護学校・都立府中養護学校

等）との連携強化を図ります。

都立養護学校のセンター的機

能の活用、同校職員の研修会へ

の招へい、指導方法の実践研修、

巡回による指導などを推進しま

す。

東京都のモデル事業、教員の研修、

児童・生徒の様々な交流活動をとお

して、調布養護学校や狛江の児童・

生徒が在籍する養護学校との連携強

化に努めています。

東京都のモデル事業により、教員の研

修や児童・生徒の様々な交流活動等をと

おして、狛江の児童・生徒が在籍する養

護学校との連携が進んでいます。
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109.都立養護学校、本市小・中学校における交流及び共同学習の促進 【指導室】

（３）在宅支援を充実します

110.居宅介護支援の充実 【社会福祉課】

111.心身障がい者（児）ショートステイ事業（緊急一時保護を含む）の充実 【社会福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

障がいのある児童生徒と障

がいのない児童生徒が共に学

ぶ機会が適切に設けられるよ

う、都立養護学校と小・中学

校との交流を促進します。

学校間交流、居住地校交流・

共同学習、居住地校夏季プール

参加など、交流・共同学習を促

進します。

行事はもとより授業の交流等各学

校独自の交流活動や、合同美術展、

夏季休業中の水泳教室への参加など

都立養護学校に在籍する児童・生徒

との交流を推進しています。

授業や行事等各学校独自の交流活動

や、合同美術展、夏季休業中の水泳教室

への参加など都立養護学校に在籍する

児童・生徒との交流が順調に推進されて

います。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

日常生活を営むのに支障が

ある心身障がい児の介護や相

談、調整、その他家事の援助

に関するサービスを行いま

す。また屋外での移動に著し

い制限のある視覚障がい児等

が社会生活上必要な外出等の

付添いや介護のサービスを行

います。

利用者が事業者を選択できる

ための事業者数の確保、事業者

の質の確保に努め、サービスの

基盤整備を図ります。

利用者に対する情報提供等に努め

ています。

障害者自立支援法に基づく居宅介護

支援及び地域生活支援事業として移動

介護の支給を実施しました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

在宅障がい者（児）の介護 施設の改善等を再検討し、利 あいとぴあセンターにおいて、緊 引き続きあいとぴあセンターにおい
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112.デイサービスの充実 【社会福祉課】

113.児童育成障害手当の支給 【児童福祉課】

114.特別児童扶養手当の支給 【児童福祉課】

が家族等の疾病その他の理由

で困難になった場合、短期間

あいとぴあセンター（障害者

福祉センター）で一時保護し

ます。

用者が利用しやすい環境での受

入れを検討します。

急一時保護事業を実施しています。

実施件数1,092件

て、緊急一時保護事業を実施していま

す。

実施件数 550件

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

在宅の重度障害がい者（児）

のための、通所による日常生

活訓練などを行います。

受入れ人数の増など、利用者

の利便を図り、内容も充実させ

ていきます。

“ポンテ”“麦の穂”において、平

成18年度中に施設の拡大を図り、

定員増を図ります。

“ポンテ”“麦の穂”の施設面積を拡大

し定員増を行いました。

定員 10人程度→15人程度

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

20 歳未満で心身に一定の

障がいのある子どものいる家

庭に対し、児童育成障害手当

を支給します。

引き続き事業の円滑な実施を

図ります。

引き続き事業の円滑な実施を図り

ます。

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

障がいを理由とする公的年

金を受けていない20歳未満

引き続き事業の円滑な実施を

図ります。

引き続き事業の円滑な実施を図り

ます。

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。
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主要課題４ ひとり親家庭等への支援を充実する

（１）相談事業の充実を推進します

115.母子（ひとり親家庭）相談事業の充実 【児童福祉課】

（２）支援サービスの充実を図ります

116.ひとり親家庭支援策の周知 【児童福祉課】

で心身に一定の障がいのある

子どもを扶養する父母または

養育者に対し、特別児童扶養

手当を支給します。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

母子家庭等のひとり親家

庭の生活上の悩みや相談に

応じるため、母子自立支援員

等による相談を実施します。

母子自立支援員等による相

談を継続して実施するととも

に、子ども家庭支援センター

その他関係機関等との連携を

密にし、相談内容の多様化へ

の対応を図ります。

母子自立支援員を中心に平成 17

年度552件の相談を受けました。

母子自立支援員を中心に平成18年度

664件の相談を受けました。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

ひとり親家庭支援策の内

容や利用方法について、広

報紙や子育てガイドブック

等により、周知を図ります。

さまざまな支援事業や制度

について、よりわかりやすく、

より具体的な広報活動を行

い、ひろく周知されるように

努めます。

子育てガイドブックを作成。なお、

充実に向け検討中。

子育てガイドブックを作成。なお、さ

らなる充実に努めます。
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117.母子福祉資金貸付 【児童福祉課】

118.母子生活支援施設事業 【児童福祉課】

119.ひとり親家庭ホームヘルプサービス 【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

20 歳未満の子どもを扶

養している母子家庭に、入

学や就学、技能習得等必要

な資金を貸し付けていま

す。

生活指導等を適切に行うと

ともに、将来の自立のための

生活設計を見据えた必要な資

金の貸付を行います。

平成17年度貸付件数 31件 平成18年度貸付件数 12件

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの福祉に欠ける母

子家庭に対し、母子生活支

援施設を提供し、その経済

的自立と生活の安定を図り

ます。

引き続き事業を実施し、そ

の充実に努めます。

引き続き事業を実施し、その充実

に努めます。

引き続き事業を実施し、その充実に努

めます。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

離婚直後などにより、日常

生活に著しく支障のあるひと

り親家庭に対して、育児や日

常生活の世話など必要な援助

を行うホームヘルパーの派遣

を行います。

引き続き事業を実施するとと

もに、必要に応じて適切にサー

ビスが利用できるよう事業の周

知に努めます。

平成17年度 ４家庭

延512日

平成18年度 ４家庭

延473日



６４

120.ひとり親家庭医療費助成 【保険年金課】

121.児童扶養手当の支給 【児童福祉課】

122.児童育成手当の支給【児童福祉課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

ひとり親家庭等の医療費の

自己負担分を助成し、家庭の

健康の保持と生活の安定・自

立を図ります。

受給者の資格確認にあたり、

児童扶養手当支給事業等との連

携を図り、円滑な事業実施に努

めます。

認定に際し、児童扶養手当証書を

確認するなど、医療証の即日交付に

努めています。

引き続き認定に際し、児童扶養手当証

書を確認するなど、医療証の即日交付に

努めています。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

父母が離婚、又は父が死亡、

生死不明、1年以上拘禁され

ている、重い障がい、又は母

が婚姻によらない出生等の場

合、子どもが 18歳になった

日の属する年度末日まで、母

親又は扶養者に対して手当を

支給します。

国に対し、支給対象を父親に

も拡大すること、従前の都負担

分を含めた給付水準の確保を要

請していきます。

引き続き事業の円滑な実施を図り

ます。

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもが 18歳になった日

の属する年度末日まで（一定

の障がいのある場合は 20歳

未満まで）、母子家庭又は父子

家庭に児童育成手当を支給し

引き続き事業の円滑な実施を

図ります。

引き続き事業の円滑な実施を図り

ます。

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。



６５

主要課題５ 子育て家庭への経済的支援を推進する

（１）子ども関係手当制度の推進を図ります

123.児童手当の支給 【児童福祉課】

124.私立幼稚園児に対する補助金の支給 【学校教育課】

125.就学援助費の支給 【学校教育課】

ます。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子育て家庭の経済的負担を

軽減するため、小学校三年生

までの子どもを養育している

保護者等に対して、児童手当

を支給します。

引き続き事業の円滑な実施を

図ります。

引き続き事業の円滑な実施を図り

ます。

支給対象年齢が、これまでの小学校３

年生までから小学校６年生までに拡大

され、併せて所得制限が引き上げられま

した。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

幼児教育の普及を図るた

め、満３～５歳児を私立幼稚

園に通園させている保護者に

入園料や保育料の補助を行い

ます。

引き続き事業の円滑な実施を

図ります。

国、東京都の基準に沿い、市の規

則に基づき補助を行っています。

引き続き国、東京都の基準に沿い、市

の規則に基づき補助を行っています。



６６

126.奨学資金の支給 【学校教育課】

（２）子どもの医療費の助成を充実します

（再）乳幼児医療費助成の充実 【保険年金課】

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

経済的理由により就学が困

難な小・中学校に在学する児

童・生徒の保護者に就学援助

費を支給します。

引き続き事業の円滑な実施を

図ります。

引き続き事業の円滑な実施を図り

ます。

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

経済的理由により就学が困

難な高等学校又は高等専門学

校に在学する生徒に対し、奨

学資金を支給します。

引き続き事業の円滑な実施を

図ります。

引き続き事業の円滑な実施を図り

ます。

引き続き事業の円滑な実施を図りま

す。

事 業 の 内 容 21年度までの目標 17年度の事業実績 18年度進捗状況

子どもの健康を守り、子育

て家庭の経済的負担を軽減す

るため、乳幼児にかかる医療

費の自己負担分を助成すると

ともに、その充実を図ります。

対象年齢を就学前まで引き上

げるとともに、所得制限を撤廃

します。

平成 17年 10月１日より、未就

学児の全ての年齢において、所得制

限を撤廃しました。

所得制限の撤廃により、全ての未就学

児が医療費助成を受けられるようにな

りました。
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